
[スマイヲVol.4ファンド]

契約成立前書面

不動産特定共同事業法（平成 6年法律第 77号。以下「法」といいます。）第といいます。）第第 24条の規定に基づきの規定に基づき規定に基づき基づきづき、
不動産特定共同事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でである弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でと出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でである弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でお客様（以下「出資者」といいます。）との間で客様（以下「出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で」といいます。）第といいます。）第との規定に基づき間でで
締結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容予定されている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で不動産特定共同事業契約（以下「本契約」といいます。）第という場合があります。）の内容場合があります。）の内容が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あります。）第の規定に基づき内容
に基づきついてご説明申し上げます。説明申し上げます。し上げます。上げます。げます。
不動産特定共同事業契約の規定に基づき締結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容に基づきあたり、本書の規定に基づき内容は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い重要ですので、十分に目を通し、ご理解いですの規定に基づきで、十分に目を通し、ご理解いに基づき目を通し、ご理解いを通し、ご理解い通し、ご理解いし上げます。、ご説明申し上げます。理解いい
ただきますよう場合があります。）の内容お客様（以下「出資者」といいます。）との間で願い申し上げます。い申し上げます。し上げます。上げます。げます。

本店 東京都渋谷区広尾 1-1-39-7F
商号 株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でシーラ
代表者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で氏名 湯藤　善行
許可番号 東京都知事　第 155号
業務管理者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で 永井　秀樹　　　　　　　　　　　　
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◆不動産特定共同事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
商号 株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でシーラ
住所 東京都渋谷区広尾 1-1-39-7F
代表者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき氏名 湯藤　善行
許可番号 東京都知事　第 155号
資本金（2021年 12月現在）第 金 170,000,000円
発行済株式総数のの規定に基づき 100分に目を通し、ご理解いの規定に基づき 5以上げます。の規定に基づき株式を通し、ご理解い有するする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
株主の商号若しくは名称又は氏名の規定に基づき商号若しくは名称又は氏名し上げます。くは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い名称又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い氏名
（2022年 5月現在）第

株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でシーラホールディングス
（発行済株式総数のの規定に基づき 100％）第

他に事業を行っているときは、その事業の種類に基づき事業を通し、ご理解い行っている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でときは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、その規定に基づき事業の規定に基づき種類 1.不動産売買
2.マンション開発
3.賃貸管理
4.建物管理

事業開始日を含む事業年度の直前の３年の各事業を通し、ご理解い含む事業年度の直前の３年の各事業む事業年度の直前の３年の各事業事業年度の直前の３年の各事業の規定に基づき直前の規定に基づき３年の各事業年の規定に基づき各事業
年度の直前の３年の各事業の規定に基づき貸借対照表及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨損益計算書の規定に基づき要ですので、十分に目を通し、ご理解い旨

別紙１

役員の氏名並びに役員が他の法人の常務に従事の規定に基づき氏名並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨に基づき役員の氏名並びに役員が他の法人の常務に従事が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき法人の常務に従事の規定に基づき常務に基づき従事
し上げます。、又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い事業を通し、ご理解い営んでいるときは、当該他の法人んでいる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でときは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、当該他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき法人の常務に従事
の規定に基づき商号又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い名称及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨業務又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い当該事業の規定に基づき種類

湯藤　善行
（株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でシーラホールディングス/
不動産の規定に基づき売買、賃貸、管理及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨仲介）第

杉本　宏之
（株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でシーラホールディングス/
不動産の規定に基づき売買、賃貸、管理及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨仲介）第

渡邊　鷹秀
（株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でシーラホールディングス/
不動産の規定に基づき売買、賃貸、管理及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨仲介）第
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◆不動産特定共同事業契約（全般）第に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
◇契約及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨取引に関する事項に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項

法第 2条の規定に基づき第 3項各号に基づき掲げる契約の種別げる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で契約の規定に基づき種別
法第 2条の規定に基づき第 3項第 2号に基づき規定する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
商法上げます。の規定に基づき匿名組合があります。）の内容契約

上げます。記契約の規定に基づき種別に基づき応じた不動産特定共同事業の仕組みじた不動産特定共同事業の規定に基づき仕組み

※以下、本事業に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で不動産特定共同事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でを通し、ご理解い「本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で」といいます。）第、不動産特定共同事業契約の規定に基づき当事
者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でで本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で以外の者を「事業参加者」といいます。また今回、事業参加者と本事業者との間での規定に基づき者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でを通し、ご理解い「事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で」といいます。）第といいます。また今回、事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でと本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でとの規定に基づき間でで
締結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容を通し、ご理解い予定し上げます。ている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で不動産特定共同事業契約を通し、ご理解い「本契約」といいます。）第といい、本契約に基づき基づきづく不動産特定共
同事業を通し、ご理解い「本事業」といいます。）第といいます。

不動産特定共同事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で業務（軽微なものをなもの規定に基づきを通し、ご理解い
除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すく。）第の規定に基づき委託の有無並びに当該業務を委託すの規定に基づき有する無並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨に基づき当該業務を通し、ご理解い委託の有無並びに当該業務を委託すす
る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い委託の有無並びに当該業務を委託す先の商号若しくは名称又は氏の規定に基づき商号若しくは名称又は氏名し上げます。くは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い名称又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い氏
名、住所又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い所在地及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨委託の有無並びに当該業務を委託すする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で業務の規定に基づき内容

委託の有無並びに当該業務を委託すは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いご説明申し上げます。ざいません。

利害関する事項係る業務（軽微なものを人の常務に従事との規定に基づき間での規定に基づき不動産特定共同事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
重要ですので、十分に目を通し、ご理解いな取引に関する事項の規定に基づき有する無並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨に基づき当該取引に関する事項が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容に基づき
は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い当該利害関する事項係る業務（軽微なものを人の常務に従事と不動産特定共同事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でとの規定に基づき
関する事項係る業務（軽微なものを、当該利害関する事項係る業務（軽微なものを人の常務に従事の規定に基づき商号若しくは名称又は氏名し上げます。くは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い名称
又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い氏名、住所又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い所在地、取引に関する事項の規定に基づき額及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨取引に関する事項
の規定に基づき内容

利害関する事項係る業務（軽微なものを人の常務に従事との規定に基づき間での規定に基づき不動産特定共同事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
重要ですので、十分に目を通し、ご理解いな取引に関する事項の規定に基づき有する無：有する
本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でとの規定に基づき関する事項係る業務（軽微なものを：①本人の常務に従事②親会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
利害関する事項係る業務（軽微なものを人の常務に従事：①株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でシーラ②株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でシー
ラホールディングス
所在地：①②東京都渋谷区広尾 1-1-39
恵比寿プライムスクエアプライムスクエア 7階
取引に関する事項額：① 1,000,000円② 2,000,000円
取引に関する事項内容：①②出資
※上げます。記取引に関する事項の規定に基づき額に基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、記載金額を通し、ご理解い上げます。限とと
する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきであり、確定では重要ですので、十分に目を通し、ご理解いありません。

◇適用法令に関する事項（概要）に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項（概要ですので、十分に目を通し、ご理解い）第
不動産特定共同事業法 ①本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容不動産特定共同事業を通し、ご理解い行う場合があります。）の内容ために基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、主の商号若しくは名称又は氏名務大臣又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い

都道府県知事の規定に基づき許可が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容必要ですので、十分に目を通し、ご理解いです。
②本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、投資家保護の観点から次の事項が義務付けられの規定に基づき観点から次の事項が義務付けられから次の事項が義務付けられ次の事項が義務付けられの規定に基づき事項が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容義務付けられけら次の事項が義務付けられれ
ています。
　・業務管理者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき設置
　・再勧誘（取引に関する事項を通し、ご理解い行わない旨の規定に基づき意思表示をした方への勧誘）のを通し、ご理解いし上げます。た方への勧誘）のへの規定に基づき勧誘）第の規定に基づき
禁止

　・主の商号若しくは名称又は氏名務大臣又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い都道府県知事の規定に基づき許可を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動けた約款に基づく不動に基づき基づきづく不動
産特定共同事業契約の規定に基づき締結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容

　・不動産特定共同事業契約が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容成立する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で前までに基づき申し上げます。込者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
法定の規定に基づき書面の規定に基づき交付けられ又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い電子情報処理組織を使用する方法によを通し、ご理解い使用する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で方への勧誘）の法に基づきよ
る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で提供

　・不動産特定共同事業契約が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容成立し上げます。た時の相手先への法定の書の規定に基づき相手先の商号若しくは名称又は氏への規定に基づき法定の規定に基づき書
面の規定に基づき交付けられ又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い電子情報処理組織を使用する方法によを通し、ご理解い使用する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で方への勧誘）の法に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で提供

　・事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でへの規定に基づき財産管理報告書の規定に基づき交付けられ
　・事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で名簿の作成の規定に基づき作成
　・クーリングオフ
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　・財産の規定に基づき分に目を通し、ご理解い別管理
　・監督官庁への事業報告書の提出（年にへの規定に基づき事業報告書の規定に基づき提出（年に基づき 1回）第
　・その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類、信義誠実義務、広告等の制限、守秘義務等の規定に基づき制限と、守秘義務等の制限、守秘義務等

出資の規定に基づき受けた約款に基づく不動入れ、預り金及び金れ、預り金及び金り金及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨金
利等の制限、守秘義務等の規定に基づき取締りに基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で法律
（昭和 29年法律第 195号）第

本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容、不特定かつ多数のの規定に基づき者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対し上げます。、後日を含む事業年度の直前の３年の各事業出資の規定に基づき払戻としてとし上げます。て
出資金の規定に基づき金額若しくは名称又は氏名し上げます。くは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いこれを通し、ご理解い超える金額に相当する金銭を支払うえる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で金額に基づき相当する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で金銭を支払うを通し、ご理解い支払う場合があります。）の内容
旨を通し、ご理解い明示をした方への勧誘）のし上げます。、又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い暗黙のうちに示して、出資金の受入れを行うこの規定に基づきう場合があります。）の内容ちに基づき示をした方への勧誘）のし上げます。て、出資金の規定に基づき受けた約款に基づく不動入れ、預り金及び金れを通し、ご理解い行う場合があります。）の内容こ
とは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い禁止されてお客様（以下「出資者」といいます。）との間でります。本契約では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、出資金が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容毀損する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でリスク
を通し、ご理解い明示をした方への勧誘）のし上げます。ている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことから次の事項が義務付けられ、出資法に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い抵触いたしません。いたし上げます。ません。

金融商品取引に関する事項法（昭和 23年
法律第 25号）第

本契約に基づき基づきづく出資持分に目を通し、ご理解いに基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、金融商品取引に関する事項法は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い適用されませ
ん。但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、投資家保護の観点から次の事項が義務付けられの規定に基づき観点から次の事項が義務付けられから次の事項が義務付けられ、以下の規定に基づき通し、ご理解いり、金融商品取引に関する事項法
の規定に基づき規定の規定に基づき一部が準用されます。が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容準用されます。
　・適合があります。）の内容性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らしの規定に基づき原則（顧客の規定に基づき知識・経験・財産・投資目を通し、ご理解い的に照らしに基づき照ら次の事項が義務付けられし上げます。
て不適当な勧誘の規定に基づき禁止）第

　・損失補てんの禁止てんの規定に基づき禁止
金融サービスの規定に基づき提供に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
法律（平成 12年法律第 101
号。以下「金融サービス法」といいます。）第
といいます。）第

①本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、投資家保護の観点から次の事項が義務付けられの規定に基づき観点から次の事項が義務付けられから次の事項が義務付けられ、事前に基づき出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対し上げます。、リ
スク等の制限、守秘義務等に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で重要ですので、十分に目を通し、ご理解い事項を通し、ご理解い説明する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきとし上げます。、不確実な事項に基づき
ついて断定的に照らし判断を通し、ご理解い提供する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でこと等の制限、守秘義務等を通し、ご理解い行っては重要ですので、十分に目を通し、ご理解いなら次の事項が義務付けられないとされ
ています。
②重要ですので、十分に目を通し、ご理解い事項の規定に基づき説明を通し、ご理解い怠る等により出資者が損害を被った場合、元る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で等の制限、守秘義務等に基づきより出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容損害を通し、ご理解い被った場合、元った場合があります。）の内容、元
本欠損額を通し、ご理解い損害と推定し上げます。て本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき損害賠償が義務付けられが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容義務付けられけら次の事項が義務付けられれ
ています。

犯罪による収益の移転防止にに基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で収益の規定に基づき移転防止に基づき
関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で法律（平成 19年法律
第 22号）第

本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本契約の規定に基づき締結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容の規定に基づき際に出資者の本人確認が義務付けらに基づき出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき本人の常務に従事確認が義務付けらが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容義務付けられけら次の事項が義務付けられ
れています。また本人の常務に従事確認が義務付けら記録の作成・保存、取引記録等の作の規定に基づき作成・保存、取引に関する事項記録の作成・保存、取引記録等の作等の制限、守秘義務等の規定に基づき作
成・保存、疑わしい取引の届出が義務付けられています。わし上げます。い取引に関する事項の規定に基づき届出が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容義務付けられけら次の事項が義務付けられれています。

個人の常務に従事情報の規定に基づき保護の観点から次の事項が義務付けられに基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で法律
（平成 15年法律第 57号）第

本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、個人の常務に従事情報取扱事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でとし上げます。て適用を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で法律及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨ガ
イドラインを通し、ご理解い遵守し上げます。、本契約の規定に基づき締結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容に基づきより知り得た個人情報につた個人の常務に従事情報に基づきつ
いて、責任をもって管理することなどが義務付けられています。を通し、ご理解いもって管理する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことなどが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容義務付けられけら次の事項が義務付けられれています。

◇事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき権利及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨責任をもって管理することなどが義務付けられています。の規定に基づき範囲等の制限、守秘義務等に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
出資又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い賃貸若しくは名称又は氏名し上げます。くは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い賃貸
の規定に基づき委任をもって管理することなどが義務付けられています。の規定に基づき目を通し、ご理解い的に照らしである弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で財産に基づき
関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき監視権
の規定に基づき有する無及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨その規定に基づき内容

事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、毎年 9月 30日を含む事業年度の直前の３年の各事業までに基づき、財産管理報告書を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動領
し上げます。、財産の規定に基づき管理状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者に基づきつき報告・説明を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で権利及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
の規定に基づき事業所に基づき備え置かれた本事業に係る業務及び財産の管理の状況え置かれた本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で業務及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨財産の規定に基づき管理の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者
を通し、ご理解い記載し上げます。た書類を通し、ご理解い閲覧する権利を有しています。なお、閲覧は原する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で権利を通し、ご理解い有するし上げます。ています。なお客様（以下「出資者」といいます。）との間で、閲覧する権利を有しています。なお、閲覧は原は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い原
則とし上げます。て本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき営んでいるときは、当該他の法人業時の相手先への法定の書間で内に基づき限とら次の事項が義務付けられれます。

事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき第三者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対す
る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で責任をもって管理することなどが義務付けられています。の規定に基づき範囲

本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で第三者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で債務は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容負担し、事業参加し上げます。、事業参加
者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本事業に基づき関する事項し上げます。て、第三者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対し上げます。、債務を通し、ご理解い負担し、事業参加する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いあ
りません。但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、本事業に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でいて損失が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容発生した場合は、事業参し上げます。た場合があります。）の内容は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、事業参
加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い出資金を通し、ご理解い上げます。限ととし上げます。てその規定に基づき損失を通し、ご理解い負担し、事業参加し上げます。ます。

収益又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い利益及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨契約終了
時の相手先への法定の書に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で残余財産の規定に基づき受けた約款に基づく不動領
権並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨に基づき出資を通し、ご理解い伴う契約にう場合があります。）の内容契約に基づき
あっては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、出資の規定に基づき返還を受を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動
ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で権利に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項（契
約の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託す又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い組合があります。）の内容から次の事項が義務付けられの規定に基づき脱
退に当たり事業参加者が出に基づき当たり事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容出
資の規定に基づき返還を受を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容で
きる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で金額の規定に基づき計算方への勧誘）の法及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨支
払 方への勧誘）の 法 並びに役員が他の法人の常務に従事 び損益計算書の要旨 に基づき 時の相手先への法定の書 期を含 を通し、ご理解い 含む事業年度の直前の３年の各事業
む事業年度の直前の３年の各事業。）第

①収益又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い利益の規定に基づき受けた約款に基づく不動領権（後述参照）第
　本事業の規定に基づき損益は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、法令に関する事項（概要）及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨本契約に基づき従って計算されます。本契
約所定の規定に基づき各計算期を含間でに基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損益は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
（出資し上げます。た場合があります。）の内容に基づき限とる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で。）第に基づき帰属します。利益が生じた場合、し上げます。ます。利益が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じた場合があります。）の内容、
事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い本契約に基づき従い、利益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまを通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で権利を通し、ご理解い有するし上げます。ま
すが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容、損失が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じた場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い本契約に基づき従って損失を通し、ご理解い負担し、事業参加し上げます。、利
益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまを通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で権利を通し、ご理解い有するし上げます。ません。なお客様（以下「出資者」といいます。）との間で、事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容負担し、事業参加
する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損失額は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、各事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき出資額を通し、ご理解い上げます。限ととし上げます。ます。
②契約終了時の相手先への法定の書に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で残余財産の規定に基づき受けた約款に基づく不動領権並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨に基づき出資を通し、ご理解い伴う契約にう場合があります。）の内容契約に基づき
あっては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、出資の規定に基づき返還を受を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で権利（後述参照）第
　本契約が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容終了し上げます。た場合があります。）の内容、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い本契約に基づき従い、清算手続きき
を通し、ご理解い行います。精算の規定に基づき結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容果、残余財産が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容、事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い
残余財産を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動け取る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で権利を通し、ご理解い有するし上げます。、出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき出資割合があります。）の内容に基づき応じた不動産特定共同事業の仕組みじた出
資の規定に基づき返還を受を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容できます。また、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い本契約の規定に基づき
解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すに基づきより契約が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容終了し上げます。た場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本契約の規定に基づき条の規定に基づき項に基づき従って、
事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき出資の規定に基づき価額を通し、ご理解い返還を受し上げます。ます。
③本契約が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すされた場合があります。）の内容、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、利益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま時の相手先への法定の書に基づき準じ
て、速やかに事業参加者に分配すべき本契約の終了日までの匿やかに基づき事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しますべき本契約の規定に基づき終了日を含む事業年度の直前の３年の各事業までの規定に基づき匿
名組合があります。）の内容損益を通し、ご理解い算定し上げます。、当該損益を通し、ご理解い分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまし上げます。た場合があります。）の内容に基づき生した場合は、事業参ずる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事業参
加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で債権債務を通し、ご理解い計上げます。し上げます。た上げます。で、事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対し上げます。、出
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資の規定に基づき価額の規定に基づき返還を受とし上げます。て、事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき出資額から次の事項が義務付けられ本契約の規定に基づき終了
日を含む事業年度の直前の３年の各事業までに基づき事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまされた匿名組合があります。）の内容損失（もし上げます。あれば）第
を通し、ご理解い控除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すし上げます。た額（但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、本契約の規定に基づき終了日を含む事業年度の直前の３年の各事業までに基づき本契約に基づき従って補てんの禁止
てんされた金額を通し、ご理解い加算し上げます。ます。）第（但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、当該額が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容本事業の規定に基づき純
資産額（本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で資産の規定に基づき価額から次の事項が義務付けられ負債の規定に基づき価額を通し、ご理解い控除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すし上げます。た額
を通し、ご理解いいいます。以下同じ。）第に基づき事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき優先の商号若しくは名称又は氏出資割合があります。）の内容を通し、ご理解い乗じじ
た金額を通し、ご理解い上げます。回る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本事業の規定に基づき純資産額に基づき事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき優
先の商号若しくは名称又は氏出資割合があります。）の内容を通し、ご理解い乗じじた金額）第を通し、ご理解い支払います。かかる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で計算に基づきあた
り、対象不動産の規定に基づき価額に基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で前事業年
度の直前の３年の各事業末時の相手先への法定の書点から次の事項が義務付けられの規定に基づき鑑定評価額に基づき基づきづくもの規定に基づきとし上げます。ます。
④出資の規定に基づき価額の規定に基づき返還を受に基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、不動産の規定に基づき売却によってその原資に基づきよってその規定に基づき原資
を通し、ご理解い調達するか又は弊社への地位譲渡により実質的にこれを実施する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でか又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でへの規定に基づき地位譲渡に基づきより実質的に照らしに基づきこれを通し、ご理解い実施
いたし上げます。ます。

収益又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い利益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨出
資の規定に基づき返還を受に基づきついての規定に基づき信用補てんの禁止
完の有無、当該信用補完をの規定に基づき有する無、当該信用補てんの禁止完の有無、当該信用補完をを通し、ご理解い
行う場合があります。）の内容者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき氏名（法人の常務に従事に基づきあっ
ては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、商号又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い名称及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨代
表者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき氏名）第、住所及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨当
該信用補てんの禁止完の有無、当該信用補完をの規定に基づき内容

本契約は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い優先の商号若しくは名称又は氏劣後構造となっており、事業参加者は優先出資を行となってお客様（以下「出資者」といいます。）との間でり、事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い優先の商号若しくは名称又は氏出資を通し、ご理解い行
い、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容金 890,000円の規定に基づき劣後出資を通し、ご理解い行います。損益及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨
金銭を支払うの規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまに基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で優先の商号若しくは名称又は氏順位に基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い不動産特定共同事業契約
書兼契約成立時の相手先への法定の書書面第 8条の規定に基づきを通し、ご理解いご説明申し上げます。確認が義務付けらください。

◆対象不動産の規定に基づき特定及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨当該対象不動産に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で不動産取引に関する事項に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
◇対象不動産の規定に基づき表示をした方への勧誘）の
1.土地の規定に基づき表示をした方への勧誘）の
①

所　　在 川口市戸塚東二丁目を通し、ご理解い
地　　番 20番 33
地　　目を通し、ご理解い 宅地
地　　積 98.46㎡

②
所　　在 川口市戸塚東二丁目を通し、ご理解い
地　　番 20番 4
地　　目を通し、ご理解い 宅地
地　　積 38.47㎡

2.建物の規定に基づき表示をした方への勧誘）の
所　　在 川口市戸塚東二丁目を通し、ご理解い 20番地 4
家屋番号 20番 4の規定に基づき 2
種　　類 居宅
構　　造となっており、事業参加者は優先出資を行 木造となっており、事業参加者は優先出資を行瓦・亜鉛メッキ鋼板葺メッキ鋼板葺鋼板葺 2階建
床面積 1階 58.79㎡　2階 43.88㎡　合があります。）の内容計 102.67㎡

3. 付けられ属します。利益が生じた場合、建物表示をした方への勧誘）の
附属します。利益が生じた場合、建物有する無 無 符号 ------ 種類 ------
構　　造となっており、事業参加者は優先出資を行 ------ 床面積 ------
物件特記事項 無

４．固有する財産等の制限、守秘義務等に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき固有する資産、その規定に基づき
利害関する事項係る業務（軽微なものを人の常務に従事が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容有するする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で資産を通し、ご理解い
対象不動産とする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い
その規定に基づき旨

本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で所有するの規定に基づき自己の固有資産を対象とします。の規定に基づき固有する資産を通し、ご理解い対象とし上げます。ます。

5. 対象不動産に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で不動産取引に関する事項の規定に基づき内容
対象不動産に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で不動産取引に関する事項の規定に基づき取引に関する事項態様の規定に基づき別 賃貸及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨売却によってその原資等の制限、守秘義務等（売却によってその原資し上げます。、又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき固有する

財産とし上げます。、若しくは名称又は氏名し上げます。くは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき不動産特定共同事業契
約に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で財産とする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で行為をいう。）を通し、ご理解いいう場合があります。）の内容。）第
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対象不動産に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で借入れ、預り金及び金れ及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨その規定に基づき予定の規定に基づき有する無並びに役員が他の法人の常務に従事
び損益計算書の要旨に基づき当該借入れ、預り金及び金れ又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解いその規定に基づき予定が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い借
入れ、預り金及び金先の商号若しくは名称又は氏の規定に基づき属します。利益が生じた場合、性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らし、借入れ、預り金及び金残高又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い借入れ、預り金及び金金額、返済期を含限と
及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨返済方への勧誘）の法、利率、担し、事業参加保の規定に基づき設定に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨に基づき借入れ、預り金及び金れの規定に基づき目を通し、ご理解い的に照らし及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨使途

借入れ、預り金及び金：無

不動産取引に関する事項の規定に基づき開始予定日を含む事業年度の直前の３年の各事業 2022年 8月 1日を含む事業年度の直前の３年の各事業
不動産取引に関する事項の規定に基づき終了予定日を含む事業年度の直前の３年の各事業 2025年 7月 31日を含む事業年度の直前の３年の各事業

◆対象不動産に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
◇対象不動産の規定に基づき上げます。に基づき存する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で登記された権利の規定に基づき種類及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨内容、並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨に基づき登記名義人の常務に従事、又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い登記簿の作成の規定に基づき表題
部が準用されます。に基づき記録の作成・保存、取引記録等の作された所有する者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき氏名（法人の常務に従事に基づきあっては重要ですので、十分に目を通し、ご理解いその規定に基づき名称）第
1. 所有する者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき表示をした方への勧誘）の

登記名義人の常務に従事と同じ ------
住　所 東京都港区虎ノ門四丁目ノ門四丁目門四丁目を通し、ご理解い 1番 1号
氏　名 株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でスペースエージェント

2. 本物件の規定に基づき賃貸借等の制限、守秘義務等に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で第三者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき占有する　　■　有する　　□　無

建物賃貸借契約

有する
借主の商号若しくは名称又は氏名：株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でスペースエージェント
契約期を含間で：2022年 8月 1日を含む事業年度の直前の３年の各事業から次の事項が義務付けられ 2025年 7月 31日を含む事業年度の直前の３年の各事業まで
月額賃料：110,000円

明渡し上げます。の規定に基づき有する無
〇　無
―　有する

3. 建物　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2022年 4月 15日を含む事業年度の直前の３年の各事業現在）第

甲

区

名義人の常務に従事

住所 東京都港区虎ノ門四丁目ノ門四丁目門四丁目を通し、ご理解い 1番 1号

名前 株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でスペースエージェント

所有する権に基づきかかる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で権利に基づき関する事項
する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項

無

乙

区

所有する権以外の者を「事業参加者」といいます。また今回、事業参加者と本事業者との間での規定に基づき権利に基づき関する事項す
る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項

無

4. 土地（借地権の規定に基づき場合があります。）の内容は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、借地権の規定に基づき対象となる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でべき土地）第　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2022年 4月 15日を含む事業年度の直前の３年の各事業現

在）第

甲

区

名義人の常務に従事
住所 東京都港区虎ノ門四丁目ノ門四丁目門四丁目を通し、ご理解い 1番 1号
名前 株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でスペースエージェント

所有する権に基づきかかる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で権利に基づき関する事項す
る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項

無

乙

区

所有する権以外の者を「事業参加者」といいます。また今回、事業参加者と本事業者との間での規定に基づき権利に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
事項

無
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◇都市計画法、建築基づき準法等の制限、守秘義務等の規定に基づき法令に関する事項（概要）に基づき基づきづく制限との規定に基づき概要ですので、十分に目を通し、ご理解い（宅地建物取引に関する事項業施行令に関する事項（概要）第 3条の規定に基づき第 1項
に基づき規定する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で制限と）第

1. 都市計画法に基づき基づきづく制限と

区域区分に目を通し、ご理解い 都市計画区域（市街化区域）第
市街化調整区域の規定に基づき場合があります。）の内容
開発行為をいう。）・旧住宅街造となっており、事業参加者は優先出資を行成事業法の規定に基づき
許可等の制限、守秘義務等

既存宅地番号 ------
許可番号 ------

検査済番号 ------
公告 ------

都市計画施設 無
市街地開発事業 無

2. 建築基づき準法に基づき基づきづく制限と

用途地域 第一種中高層住居専用地域

地域・地区・街区 建築基づき準法 22条の規定に基づき区域
建ぺい率 60％
容積率 200％
敷地と道路との関係との規定に基づき関する事項係る業務（軽微なものを 北西側　幅員の氏名並びに役員が他の法人の常務に従事約 6.00 ｍのの規定に基づき公道に基づき約 6.00 ｍの接道
私道の規定に基づき変更または廃止の制限または重要ですので、十分に目を通し、ご理解い廃止の規定に基づき制限と 有する
外の者を「事業参加者」といいます。また今回、事業参加者と本事業者との間で壁交代・壁面線の制限の規定に基づき制限と 無
敷地面積の規定に基づき最低限と度の直前の３年の各事業 無
建物の規定に基づき高さの規定に基づき制限と 有する　道路との関係斜線の制限制限と、隣地斜線の制限制限と、絶対高さ制限と 10m
日を含む事業年度の直前の３年の各事業影規制 有する
建物協定 無
その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類条の規定に基づき例等の制限、守秘義務等に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で制限と 東野地区計画

備え置かれた本事業に係る業務及び財産の管理の状況考 本件土地は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い建築物の規定に基づき屋根や外壁に一定の防火性能を確保や外の者を「事業参加者」といいます。また今回、事業参加者と本事業者との間で壁に基づき一定の規定に基づき防火性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らし能を確保を通し、ご理解い確保
させ、市街地の規定に基づき建築物の規定に基づき火災による延焼等の防止を図るに基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で延焼等の制限、守秘義務等の規定に基づき防止を通し、ご理解い図るる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
建築基づき準法第 22 条の規定に基づき に基づき定める弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で区域に基づき指定されています。
1.建築物の規定に基づき屋根や外壁に一定の防火性能を確保は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い原則とし上げます。て不燃材料で造となっており、事業参加者は優先出資を行り、又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解いふか
なければなりません。（建築基づき準法第 22 条の規定に基づき第 1 項）第
以下余白

3. 都市計画法、建築基づき準法以外の者を「事業参加者」といいます。また今回、事業参加者と本事業者との間での規定に基づき法令に関する事項（概要）に基づき基づきづく制限と

景観法

◇私道負担し、事業参加等の制限、守秘義務等に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
対象不動産に基づき含む事業年度の直前の３年の各事業まれる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で私道 無
対象不動産の規定に基づき負担し、事業参加面積 無
対象不動産に基づき含む事業年度の直前の３年の各事業まれない私道 無

◇飲用水・電気・ガスの規定に基づき供給並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨に基づき排水の規定に基づきための規定に基づき施設の規定に基づき整備え置かれた本事業に係る業務及び財産の管理の状況の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者（これら次の事項が義務付けられの規定に基づき施設が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容整備え置かれた本事業に係る業務及び財産の管理の状況されてい
ない場合があります。）の内容に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でいては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、その規定に基づき整備え置かれた本事業に係る業務及び財産の管理の状況の規定に基づき見通し、ご理解いし上げます。及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨その規定に基づき整備え置かれた本事業に係る業務及び財産の管理の状況に基づきついての規定に基づき特別の規定に基づき負担し、事業参加に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項）第

施設 施設の規定に基づき整備え置かれた本事業に係る業務及び財産の管理の状況予定
施設の規定に基づき整備え置かれた本事業に係る業務及び財産の管理の状況の規定に基づき特
別負担し、事業参加の規定に基づき有する無 備え置かれた本事業に係る業務及び財産の管理の状況　考

飲用水 公　営んでいるときは、当該他の法人 無 ------
電気 東京電力 無 ------
ガス 武州ガスガス 無 ------
排水 公　共 無 ------

◇宅地造となっており、事業参加者は優先出資を行成または重要ですので、十分に目を通し、ご理解い建物建築の規定に基づき工事完の有無、当該信用補完を了時の相手先への法定の書に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で形状・構造となっており、事業参加者は優先出資を行等の制限、守秘義務等
未完の有無、当該信用補完を成物件または重要ですので、十分に目を通し、ご理解い新規物件に基づき該当し上げます。ないの規定に基づきで、説明を通し、ご理解い省略します。し上げます。ます。

◇宅地建物取引に関する事項業法施行規則第 16条の規定に基づきの規定に基づき４の規定に基づき２各号に掲げる措置が講じられているときは、その概各号に基づき掲げる契約の種別げる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で措置が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容講じられているときは、その概じら次の事項が義務付けられれている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でときは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、その規定に基づき概
要ですので、十分に目を通し、ご理解い
宅地又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い建物の規定に基づき契約不適合があります。）の内容を通し、ご理解い担し、事業参加保すべき責
任をもって管理することなどが義務付けられています。に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で保証保険契約等の制限、守秘義務等の規定に基づき措置

講じられているときは、その概じない
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◇宅地建物取引に関する事項業法施行規則第 16条の規定に基づきの規定に基づき４の規定に基づき３年の各事業第 1号から次の事項が義務付けられ第 6号までに基づき掲げる契約の種別げる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
1. 当該宅地建物が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容造となっており、事業参加者は優先出資を行成宅地防災による延焼等の防止を図る区域内か否かか

宅地造となっており、事業参加者は優先出資を行成等の制限、守秘義務等規制法に基づき基づきづく造となっており、事業参加者は優先出資を行成宅地防災による延焼等の防止を図る区域 □ 　内 ■ 　外の者を「事業参加者」といいます。また今回、事業参加者と本事業者との間で

2. 当該宅地建物が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容土砂災による延焼等の防止を図る害警戒区域内か否かか

土砂災による延焼等の防止を図る害警戒区域 □ 　内 ■ 　外の者を「事業参加者」といいます。また今回、事業参加者と本事業者との間で

3. 当該宅地建物が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容津波災による延焼等の防止を図る害警戒区域内か否かか
津波災による延焼等の防止を図る害警戒区域 □　内 ■　外の者を「事業参加者」といいます。また今回、事業参加者と本事業者との間で

4. 水防法施行規則に基づき基づきづく市町村長の提供図面における当該宅地建物の位置の表示の規定に基づき提供図る面に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で当該宅地建物の規定に基づき位置の規定に基づき表示をした方への勧誘）の

当該宅地建物の規定に基づき位置の規定に基づき表示をした方への勧誘）のの規定に基づき有する無 ■   有する □　無
各種ハザードマップの規定に基づき詳細については川口市危機管理課防災係までお問い合わせください。以下に基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い川口市危機管理課防災による延焼等の防止を図る係る業務（軽微なものをまでお客様（以下「出資者」といいます。）との間で問い合わせください。以下い合があります。）の内容わせください。以下
余白

5. 石綿使用調査の規定に基づき内容

石綿使用調査の規定に基づき記録の作成・保存、取引記録等の作の規定に基づき有する無 □ 　有する ■ 　無

6. 耐震診断の規定に基づき内容

耐震診断の規定に基づき有する無
1981年 5月 31日を含む事業年度の直前の３年の各事業以前に基づき新築の規定に基づき工事

に基づき着手し上げます。た建物に基づき該当し上げます。ないの規定に基づきで説
明を通し、ご理解い省略します。し上げます。ます。

7. 住宅性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らし能を確保評価制度の直前の３年の各事業の規定に基づき利用（新築住宅の規定に基づき場合があります。）の内容）第

性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らし能を確保評価書の規定に基づき交付けられ
設計住宅性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らし能を確保評価書：無
建設住宅性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らし能を確保評価書：無

◇対象不動産の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で第三者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で調査の規定に基づき有する無並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨に基づき当該調査を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動けた場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いその規定に基づき結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容果の規定に基づき
概要ですので、十分に目を通し、ご理解い及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨調査者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき氏名又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い名称

第三者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で調査の規定に基づき有する無 □ 　有する ■ 　無

◇対象不動産が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容既存建物である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でときは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、次の事項が義務付けられに基づき掲げる契約の種別げる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
1. 建物状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者調査の規定に基づき結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容果の規定に基づき概要ですので、十分に目を通し、ご理解い（既存の規定に基づき建物の規定に基づきとき）第

建物状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者調査の規定に基づき実施の規定に基づき有する無 無

備え置かれた本事業に係る業務及び財産の管理の状況考
余白

2. 宅地建物取引に関する事項業法施行規則第 16条の規定に基づきの規定に基づき 2の規定に基づき 3各号に基づき掲げる契約の種別げる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で書類の規定に基づき保存の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者（既存の規定に基づき建物の規定に基づきと

き）第
建物の規定に基づき建築及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨維持保全の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で書類等の制限、守秘義務等 保存状態

確認が義務付けらの規定に基づき申し上げます。請書及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨添付けられ図る書並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨に基づき確認が義務付けら済証（新築時の相手先への法定の書の規定に基づきもの規定に基づき）第 有する
検査済証（新築時の相手先への法定の書の規定に基づきもの規定に基づき）第 有する
増改築を通し、ご理解い行った物件である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容 非該当

・確認が義務付けらの規定に基づき申し上げます。請書及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨添付けられ図る書並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨に基づき確認が義務付けら済証（増改築等の制限、守秘義務等の規定に基づきもの規定に基づき）第
・検査済証（増改築等の制限、守秘義務等の規定に基づきもの規定に基づき）第

------
------

建物状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者調査を通し、ご理解い実施し上げます。た住宅である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容 非該当
・建物状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者調査結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容果報告書 ------
既存住宅性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らし能を確保評価を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動けた住宅である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容 非該当
・建設住宅性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らし能を確保評価書 ------
建築基づき準法第 12条の規定に基づきの規定に基づき規定に基づきより定期を含調査報告の規定に基づき対象である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容 非該当
・定期を含調査報告書（昇降機）第 ------
昭和 56年 5月 31日を含む事業年度の直前の３年の各事業以前に基づき新築の規定に基づき工事に基づき着手し上げます。た住宅である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容 非該当
・新耐震基づき準等の制限、守秘義務等に基づき適合があります。）の内容し上げます。ている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことを通し、ご理解い証する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で書類
　書類名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）第

------
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余白

◆対象不動産の規定に基づき価格及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨当該価格の規定に基づき算定方への勧誘）の法
1. 対象不動産の規定に基づき価格：16,960,000円（なお客様（以下「出資者」といいます。）との間で、取得た個人情報につ費用とし上げます。て別途 840,000円）第
2.　当該価格の規定に基づき算定方への勧誘）の法：原価法、取引に関する事項事例比較法お客様（以下「出資者」といいます。）との間でよび損益計算書の要旨収益還を受元法（DCF法）第に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で算定を通し、ご理解い行い、
DCF法・収益価格を通し、ご理解い採用
3. 不動産鑑定士による評価の有無：無　に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で評価の規定に基づき有する無：無　

◆対象不動産に基づき関する事項し上げます。て不動産特定共同事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で等の制限、守秘義務等が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容賃貸借契約を通し、ご理解い締結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容し上げます。た相手方への勧誘）の（以下「テナント」といいます。）第
といいます。）第が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容、当該テナントに基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項（やむ事業年度の直前の３年の各事業を通し、ご理解い得た個人情報につない事情に基づきより開示をした方への勧誘）のできない
場合があります。）の内容に基づきあっては重要ですので、十分に目を通し、ご理解いその規定に基づき旨）第

◇対象不動産すべてに基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
テナントの規定に基づき総数の １社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
対象不動産に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で不動産特定共同事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で等の制限、守秘義務等の規定に基づき賃料収
入れ、預り金及び金の規定に基づき総額（以下「全賃料収入れ、預り金及び金」といいます。）第といいます。）第

月額：110,000円

不動産特定共同事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で等の制限、守秘義務等が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容対象不動産に基づき関する事項し上げます。てテナ
ントと締結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容し上げます。た賃貸借契約に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で面積の規定に基づき総計（全賃
貸面積）第

専有する面積：102.35㎡

対象不動産に基づきついて賃貸借契約を通し、ご理解い締結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容可
能を確保である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で面積の規定に基づき総計（全賃貸可能を確保面積）第

専有する面積：102.35㎡

直前 5年の規定に基づき稼働率（各年同一日を含む事業年度の直前の３年の各事業に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で稼働率）第 実績はありません。は重要ですので、十分に目を通し、ご理解いありません。
対象不動産に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で賃料の規定に基づき支払状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者（賃料の規定に基づき支払を通し、ご理解い延
滞したテナントの数のテナントの総数に対する割合し上げます。たテナントの規定に基づき数のの規定に基づきテナントの規定に基づき総数のに基づき対する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で割合があります。）の内容
及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨支払が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容延滞したテナントの数のテナントの総数に対する割合された賃料の規定に基づき全賃料収入れ、預り金及び金に基づき対する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で割
合があります。）の内容を通し、ご理解いいいます。）第

実績はありません。は重要ですので、十分に目を通し、ご理解いありません。

直前 5年間での規定に基づき全賃料収入れ、預り金及び金及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨賃貸に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で費用（過去
の規定に基づき賃貸に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で費用等の制限、守秘義務等が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容わから次の事項が義務付けられない場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いその規定に基づき旨）第

2022年 7月に基づき取得た個人情報につ予定の規定に基づき為をいう。）、把握しておし上げます。てお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
りませんが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容想定費用は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い下記の規定に基づき通し、ご理解いりです。

【費用内訳】
固定資産税・都市計画税：年額 80,000円
（予定）第
その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類、修繕費

　
◇対象不動産ご説明申し上げます。との規定に基づき事項（１）第（２各号に掲げる措置が講じられているときは、その概）第
テナント数の 1社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
賃料収入れ、預り金及び金 月額：110,000円
賃貸面積 専有する面積：102.35㎡
賃貸可能を確保面積 専有する面積：102.35㎡
直前 5年の規定に基づき稼働率（各年同一日を含む事業年度の直前の３年の各事業に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で稼働率）第の規定に基づき
推移

実績はありません。は重要ですので、十分に目を通し、ご理解いありません。

直前 5年間での規定に基づき賃料収入れ、預り金及び金及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨賃貸に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で費用並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨に基づき当
該賃料収入れ、預り金及び金の規定に基づき全賃料収入れ、預り金及び金に基づき対する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で割合があります。）の内容（過去の規定に基づき賃貸
に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で費用等の制限、守秘義務等が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容わから次の事項が義務付けられない場合があります。）の内容は重要ですので、十分に目を通し、ご理解いその規定に基づき旨）第

実績はありません。は重要ですので、十分に目を通し、ご理解いありません。

◇主の商号若しくは名称又は氏名要ですので、十分に目を通し、ご理解いなテナント（当該テナントへの規定に基づき賃貸面積が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容全賃貸面積の規定に基づき 10％以上げます。を通し、ご理解い占める弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきを通し、ご理解いいいま
す。）第に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項（１）第（２各号に掲げる措置が講じられているときは、その概）第
テナントの規定に基づき名称 株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でスペースエージェント
業種 不動産業
年間で賃料 1,320,000円
賃貸面積 専有する面積：102.35㎡
契約満了日を含む事業年度の直前の３年の各事業 2025年 7月 31日を含む事業年度の直前の３年の各事業
契約更または廃止の制限新の規定に基づき方への勧誘）の法 覚書に基づきより更または廃止の制限新。
敷金及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨保証金 無
上げます。記に基づき掲げる契約の種別げる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきの規定に基づきほか、賃貸借契約に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で重要ですので、十分に目を通し、ご理解い
な事項

無

◆不動産特定共同事業契約（本契約）第に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
◇出資を通し、ご理解い伴う契約にう場合があります。）の内容場合があります。）の内容の規定に基づき記載事項
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収益又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い利益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨出資の規定に基づき返還を受を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で権利の規定に基づき
名称が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いその規定に基づき名称

本契約に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でいては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、当該権利に基づき特段の名称の規定に基づき名称
は重要ですので、十分に目を通し、ご理解いご説明申し上げます。ざいません。

出資予定総額又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い出資総額の規定に基づき限と度の直前の３年の各事業額 出資予定総額　金 17,800,000円
申し上げます。込の規定に基づき期を含間で及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨方への勧誘）の法 申し上げます。込期を含間で

2022年 6月 27日を含む事業年度の直前の３年の各事業から次の事項が義務付けられ
2022年 7月 4日を含む事業年度の直前の３年の各事業まで
※申し上げます。込期を含間で内に基づき出資申し上げます。込が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容出資予定総額に基づき
満たない場合があります。）の内容、契約開始（契約開始
日を含む事業年度の直前の３年の各事業:2022年 8月 1日を含む事業年度の直前の３年の各事業）第に基づき影響がない範囲が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ない範囲

で、申し上げます。込期を含間でを通し、ご理解い延長の提供図面における当該宅地建物の位置の表示する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で可能を確保性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らしが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ありま
す。

申し上げます。込方への勧誘）の法
　下記 URLより、出資応じた不動産特定共同事業の仕組み募ページにアクページに基づきアク

セスし上げます。、当該ページに基づきて必要ですので、十分に目を通し、ご理解い事項を通し、ご理解い入れ、預り金及び金力
し上げます。、申し上げます。込みを通し、ご理解い行います。

URL:https://rimawarikun.com
申し上げます。込取扱場所 東京都渋谷区広尾 1-1-39

株式会社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でシーラ
払込又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い引に関する事項渡し上げます。の規定に基づき期を含日を含む事業年度の直前の３年の各事業及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨方への勧誘）の法 払込期を含日を含む事業年度の直前の３年の各事業

2022年 7月 15日を含む事業年度の直前の３年の各事業まで
払込方への勧誘）の法
　本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき指定する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で金融機関する事項口座への振への規定に基づき振
込
　振込手数の料は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い優先の商号若しくは名称又は氏出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき負担し、事業参加

◇不動産特定共同事業法施行規則（以下「施行規則」といいます。）第といいます。）第第 50条の規定に基づき第１号の規定に基づき期を含間でに基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
同条の規定に基づき
第 3号及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨第 4号に基づき掲げる契約の種別げる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項に基づき対する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で公認が義務付けら会計士による評価の有無：無　又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い監査法人の常務に従事の規定に基づき監査を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で予定の規定に基づき有する無等の制限、守秘義務等

公認が義務付けら会計士による評価の有無：無　又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い監査法人の常務に従事の規定に基づき監査を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で予定の規定に基づき
有する無及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨その規定に基づき予定が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い監査を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
範囲

公認が義務付けら会計士による評価の有無：無　又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い監査法人の常務に従事の規定に基づき監査を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で予定は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い
ご説明申し上げます。ざいません。

　◇事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で収益又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い利益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまに基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
　１．本事業の規定に基づき損益は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、法令に関する事項（概要）及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨本契約に基づき従って計算される弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきとし上げます。ます。本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、商法第 19

条の規定に基づきに基づき基づきづき、一般に基づき公正妥当と認が義務付けらめら次の事項が義務付けられれる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で会計の規定に基づき慣行に基づき従い、本事業に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で全ての規定に基づき取引に関する事項に基づき関する事項
する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で正確な帳簿の作成及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨記録の作成・保存、取引記録等の作を通し、ご理解い作成し上げます。、かつ、保持する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきとし上げます。ます。

　２各号に掲げる措置が講じられているときは、その概．本事業の規定に基づき計算期を含間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、各計算期を含日を含む事業年度の直前の３年の各事業（計算期を含間での規定に基づき末日を含む事業年度の直前の３年の各事業を通し、ご理解いいい、初回を通し、ご理解い 2023年 1月 31日を含む事業年度の直前の３年の各事業とし上げます。、
以降６ヶ月毎及び本事業の清算手続において本事業に係る一切の債務を弁済した日又は本事業ヶ月毎及び本事業の清算手続において本事業に係る一切の債務を弁済した日又は本事業月毎及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨本事業の規定に基づき清算手続きに基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でいて本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で一切の債務を弁済した日又は本事業の規定に基づき債務を通し、ご理解い弁済し上げます。た日を含む事業年度の直前の３年の各事業又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い本事業
に基づき帰属します。利益が生じた場合、する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で財産の規定に基づき全てが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で債務の規定に基づき弁済に基づき充てられた日とします。以下同じ。）の翌てら次の事項が義務付けられれた日を含む事業年度の直前の３年の各事業とし上げます。ます。以下同じ。）第の規定に基づき翌
日を含む事業年度の直前の３年の各事業（但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、最初の規定に基づき計算期を含間でに基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い 2022年 8月 1日を含む事業年度の直前の３年の各事業）第から次の事項が義務付けられ直後の規定に基づき計算期を含日を含む事業年度の直前の３年の各事業までとする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で。但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法
し上げます。、最後の規定に基づき計算期を含間でを通し、ご理解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すき、各計算期を含日を含む事業年度の直前の３年の各事業に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でいて当該計算期を含日を含む事業年度の直前の３年の各事業が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容属します。利益が生じた場合、する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で計算期を含間でに基づき対応じた不動産特定共同事業の仕組みする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で匿
名組合があります。）の内容損益（次の事項が義務付けられ項に基づき定義する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で。）第とし上げます。て損失が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容見込まれる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容、当該計算期を含間での規定に基づき
末日を含む事業年度の直前の３年の各事業は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い翌計算期を含日を含む事業年度の直前の３年の各事業に基づき延期を含される弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきとする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で。
３年の各事業．本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、各計算期を含間で末に基づき、当該計算期を含間での規定に基づき第（1）第号に基づき規定される弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で本事業から次の事項が義務付けられ生した場合は、事業参じた収
益から次の事項が義務付けられ第（2）第号に基づき規定される弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で本事業から次の事項が義務付けられ生した場合は、事業参じた費用を通し、ご理解い控除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことに基づきより、本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で税

引に関する事項前利益（以下「匿名組合があります。）の内容利益」といいます。）第といいます。）第又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い税引に関する事項前損失（以下「匿名組合があります。）の内容損失」といいます。）第とい
い、匿名組合があります。）の内容利益及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨匿名組合があります。）の内容損失を通し、ご理解い総称し上げます。て「匿名組合があります。）の内容損益」といいます。）第といいます。）第を通し、ご理解い計算し上げます。ます。

　（1）第本事業から次の事項が義務付けられ生した場合は、事業参じた収益
　　　① 対象不動産から次の事項が義務付けられ生した場合は、事業参じる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で賃貸収入れ、預り金及び金
　　　② 対象不動産の規定に基づき売却によってその原資益
　　　③ 対象不動産に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で保険金
　　　④ 本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で金銭を支払うの規定に基づき運用から次の事項が義務付けられ得た個人情報につら次の事項が義務付けられれる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で受けた約款に基づく不動取利息
　　　⑤ 匿名組合があります。）の内容出資金償が義務付けられ還を受益及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨本事業に基づき関する事項連する債務の債務免除益する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で債務の規定に基づき債務免除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託す益
　　　⑥ 本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でその規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき収益
　（2）第本事業から次の事項が義務付けられ生した場合は、事業参じた費用

① 対象不動産の規定に基づき取得た個人情報につ、管理、修繕及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨売却によってその原資等の制限、守秘義務等に基づき要ですので、十分に目を通し、ご理解いする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で諸費用
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　　　② 対象不動産の規定に基づき売却によってその原資損
　　　③ 対象不動産に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損害保険料
　　　④ 対象不動産に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で公租公課
　　　⑤ 本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で日を含む事業年度の直前の３年の各事業常的に照らしな経理業務や一般管理業務に基づき要ですので、十分に目を通し、ご理解いする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で費用その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき一切の債務を弁済した日又は本事業の規定に基づき営んでいるときは、当該他の法人業費用
　　　⑥ 匿名組合があります。）の内容出資金償が義務付けられ還を受損
　　　⑦ 本事業の規定に基づき遂行に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で報酬
　４．各計算期を含間でに基づき対応じた不動産特定共同事業の仕組みする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で匿名組合があります。）の内容損益は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、以下の規定に基づきとお客様（以下「出資者」といいます。）との間でり出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で（以下、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で以外の者を「事業参加者」といいます。また今回、事業参加者と本事業者との間での規定に基づき出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で

を通し、ご理解い総称し上げます。て「優先の商号若しくは名称又は氏出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で」といいます。）第という場合があります。）の内容。）第及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき帰属します。利益が生じた場合、し上げます。ます。
　　（1）第当該計算期を含間でに基づきついて匿名組合があります。）の内容損失が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じた場合があります。）の内容、当該匿名組合があります。）の内容損失を通し、ご理解い以下の規定に基づき順序で分で分に目を通し、ご理解い

配を受ける権利を有しまし上げます。ます。
　　　　① まず、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で本事業に基づき対する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で出資（以下「劣後出資」といいます。）第といいます。）第に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損

失の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまとし上げます。て、劣後出資の規定に基づき額から次の事項が義務付けられ当該計算期を含間での規定に基づき前の規定に基づき計算期を含間でまで（以下「経過済計
算期を含間で」といいます。）第という場合があります。）の内容。）第に基づき本①に基づき従って本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまされた劣後出資に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損失（もし上げます。あ
れば）第を通し、ご理解い控除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すし上げます。た額（但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、経過済計算期を含間でまでに基づき第（2）第号③に基づき従って補てんの禁止てんされた
金額を通し、ご理解い加算する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で。）第を通し、ご理解い限と度の直前の３年の各事業とし上げます。て、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき帰属します。利益が生じた場合、させます。

　　　　② 前①に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で匿名組合があります。）の内容損失の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま後に基づきなお客様（以下「出資者」といいます。）との間で残損失が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容、優先の商号若しくは名称又は氏出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で出資（以
下「優先の商号若しくは名称又は氏出資」といいます。）第という場合があります。）の内容。）第に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損失の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまとし上げます。て、優先の商号若しくは名称又は氏出資の規定に基づき総額（以下「優先の商号若しくは名称又は氏出資
総額」といいます。）第という場合があります。）の内容。）第から次の事項が義務付けられ経過済計算期を含間でに基づき本②に基づき従って優先の商号若しくは名称又は氏出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまされた優先の商号若しくは名称又は氏出資
に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損失（もし上げます。あれば）第を通し、ご理解い控除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すし上げます。た額（但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、経過済計算期を含間でまでに基づき第（2）第号②に基づき
従って補てんの禁止てんされた金額を通し、ご理解い加算する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で。）第を通し、ご理解い限と度の直前の３年の各事業とし上げます。て、優先の商号若しくは名称又は氏出資総額に基づき対する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で各優先の商号若しくは名称又は氏出
資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき出資額の規定に基づき割合があります。）の内容（以下「優先の商号若しくは名称又は氏出資割合があります。）の内容」といいます。）第という場合があります。）の内容。）第に基づき応じた不動産特定共同事業の仕組みじて各優先の商号若しくは名称又は氏出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき帰属します。利益が生じた場合、さ
せます。

　　　　③ 前②に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で匿名組合があります。）の内容損失の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま後に基づきなお客様（以下「出資者」といいます。）との間で残損失が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容その規定に基づき固有するの規定に基づき勘定
に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でいて残損失を通し、ご理解い負担し、事業参加し上げます。ます。

　　（2）第当該計算期を含間でに基づきついて匿名組合があります。）の内容利益が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じた場合があります。）の内容、当該匿名組合があります。）の内容利益を通し、ご理解い以下の規定に基づき順序で分で分に目を通し、ご理解い

配を受ける権利を有しまし上げます。ます。
　　　　① まず、経過済計算期を含間でに基づき上げます。記第（1）第号③に基づき従って本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき固有する勘定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまされた匿

名組合があります。）の内容損失（もし上げます。あれば）第の規定に基づき合があります。）の内容計額（但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、経過済計算期を含間でまでに基づき本①に基づき従って補てんの禁止てん
された金額を通し、ご理解い控除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で。）第に基づき満つる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でまでの規定に基づき金額を通し、ご理解い、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき固有する勘定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまし上げます。、本事
業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき固有する勘定に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で匿名組合があります。）の内容損失の規定に基づき補てんの禁止てんに基づき充てられた日とします。以下同じ。）の翌当し上げます。ます。

　　　　② 前①に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で匿名組合があります。）の内容損失の規定に基づき補てんの禁止てん後に基づきなお客様（以下「出資者」といいます。）との間で残利益が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容、経過済計算期を含間でに基づき第
（1）第号②に基づき従って優先の商号若しくは名称又は氏出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまされた優先の商号若しくは名称又は氏出資に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損失（もし上げます。あれば）第の規定に基づき合があります。）の内容計
額（但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、経過済計算期を含間でまでに基づき本②に基づき従って補てんの禁止てんされた金額を通し、ご理解い控除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で。）第に基づき満つ
る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でまでの規定に基づき金額を通し、ご理解い、優先の商号若しくは名称又は氏出資割合があります。）の内容に基づき応じた不動産特定共同事業の仕組みじて各優先の商号若しくは名称又は氏出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまし上げます。、各優先の商号若しくは名称又は氏出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき優先の商号若しくは名称又は氏出
資に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で匿名組合があります。）の内容損失の規定に基づき補てんの禁止てんに基づき充てられた日とします。以下同じ。）の翌当し上げます。ます。

　　　　③ 前②に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で匿名組合があります。）の内容損失の規定に基づき補てんの禁止てん後に基づきなお客様（以下「出資者」といいます。）との間で残利益が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容、経過済計算期を含間でに基づき第
（1）第号①に基づき従って本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまされた劣後出資に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損失（もし上げます。あれば）第の規定に基づき合があります。）の内容計額
（但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、経過済計算期を含間でまでに基づき本③に基づき従って補てんの禁止てんされた金額を通し、ご理解い控除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で。）第に基づき満つる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
までの規定に基づき金額を通し、ご理解い、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまし上げます。、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき劣後出資に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で匿名組合があります。）の内容損失の規定に基づき補てんの禁止てんに基づき
充てられた日とします。以下同じ。）の翌当し上げます。ます。

     ④ 前③に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で匿名組合があります。）の内容損失の規定に基づき補てんの禁止てん後に基づきなお客様（以下「出資者」といいます。）との間で残利益が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容、優先の商号若しくは名称又は氏出資に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で利益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い
配を受ける権利を有しまとし上げます。て、当該計算期を含間での規定に基づき末日を含む事業年度の直前の３年の各事業時の相手先への法定の書点から次の事項が義務付けられに基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で優先の商号若しくは名称又は氏出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき出資額に基づき当該計算期を含間での規定に基づき実日を含む事業年度の直前の３年の各事業数のを通し、ご理解い乗じ
じ 365で除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すし上げます。 5.00％を通し、ご理解い乗じじた金額に基づき満つる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でまでの規定に基づき金額を通し、ご理解い、優先の商号若しくは名称又は氏出資割合があります。）の内容に基づき応じた不動産特定共同事業の仕組みじて優先の商号若しくは名称又は氏出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき

帰属します。利益が生じた場合、させます。
　　　　⑤ 前④に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で匿名組合があります。）の内容利益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま後に基づきなお客様（以下「出資者」といいます。）との間で残利益が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容、劣後出資に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で利益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま

とし上げます。て、残利益を通し、ご理解い本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき帰属します。利益が生じた場合、させます。
　　５．本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、各計算期を含間で末の規定に基づき属します。利益が生じた場合、する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で月の規定に基づき 1 ヶ月毎及び本事業の清算手続において本事業に係る一切の債務を弁済した日又は本事業月後応じた不動産特定共同事業の仕組み当月の規定に基づき最終営んでいるときは、当該他の法人業日を含む事業年度の直前の３年の各事業までの規定に基づき間でで、本事業

者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容裁量により指定する日（以下「金銭配当日」という。）に、前項第（に基づきより指定する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で日を含む事業年度の直前の３年の各事業（以下「金銭を支払う配を受ける権利を有しま当日を含む事業年度の直前の３年の各事業」といいます。）第という場合があります。）の内容。）第に基づき、前項第（2）第号④及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨⑤に基づき

基づきづき各優先の商号若しくは名称又は氏出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまされた当該計算期を含間でに基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で匿名組合があります。）の内容利益（もし上げます。あれ
ば。但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、前項第（2）第号①ないし上げます。③に基づき基づきづき匿名組合があります。）の内容損失の規定に基づき補てんの禁止てんに基づき充てられた日とします。以下同じ。）の翌当された匿名組合があります。）の内容

利益は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い含む事業年度の直前の３年の各事業まれない。）第相当額の規定に基づき金銭を支払うを通し、ご理解い各優先の商号若しくは名称又は氏出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき支払い又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容収受けた約款に基づく不動し上げます。ます。
　　６ヶ月毎及び本事業の清算手続において本事業に係る一切の債務を弁済した日又は本事業．前項に基づきかかわら次の事項が義務付けられず、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、対象不動産の規定に基づき一部が準用されます。の規定に基づき売却によってその原資等の制限、守秘義務等が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容行われた場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、当該売

却によってその原資等の制限、守秘義務等が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容行われた日を含む事業年度の直前の３年の各事業を通し、ご理解い計算期を含日を含む事業年度の直前の３年の各事業とみなし上げます。て、前三項を通し、ご理解い準用し上げます。て、遅滞したテナントの数のテナントの総数に対する割合なく、優先の商号若しくは名称又は氏出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨本
事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対し上げます。匿名組合があります。）の内容損益及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨金銭を支払うの規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまを通し、ご理解い行う場合があります。）の内容もの規定に基づきとし上げます。ます。

　　７．本契約に基づき基づきづき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまされた匿名組合があります。）の内容損失に基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、同額の規定に基づき出資の規定に基づき払戻としてし上げます。とし上げます。て会計処理
し上げます。ます。また、当該匿名組合があります。）の内容損失が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容本条の規定に基づきに基づき基づきづき匿名組合があります。）の内容利益に基づきよって補てんの禁止てんされた場合があります。）の内容、
同額に基づきついて出資の規定に基づき追加が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あったもの規定に基づきとし上げます。て会計処理し上げます。ます。
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　◇不動産特定共同事業契約に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で財産の規定に基づき管理に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
法第 27条の規定に基づきに基づき規定する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で財産の規定に基づき分に目を通し、ご理解い別管理を通し、ご理解い行っ
ている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で旨

本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、法第 27条の規定に基づきに基づき基づきづき、本事業に基づき
係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で財産を通し、ご理解い自己の固有資産を対象とします。の規定に基づき固有する財産又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき不動産特
定共同事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で財産と分に目を通し、ご理解い別し上げます。て管理し上げます。ま
す。

上げます。記の規定に基づき分に目を通し、ご理解い別管理が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容信託の有無並びに当該業務を委託す法（平成 18年法律第
108号）第第 34条の規定に基づきに基づき基づきづく分に目を通し、ご理解い別管理と異なるなる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で

ときは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、その規定に基づき旨

匿名組合があります。）の内容勘定に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で分に目を通し、ご理解い別管理は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、信託の有無並びに当該業務を委託す法第
34条の規定に基づきに基づき基づきづく分に目を通し、ご理解い別管理とは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い異なるなり、事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で

が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容破産等の制限、守秘義務等を通し、ご理解いし上げます。た場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、保全されません。
修繕費、損害保険料その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類対象不動産を通し、ご理解い管理
する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でために基づき必要ですので、十分に目を通し、ご理解いな負担し、事業参加に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項

修繕費、損害保険料その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類対象不動産を通し、ご理解い管理
する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でために基づき必要ですので、十分に目を通し、ご理解いな費用は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本事業の規定に基づき費用とし上げます。
て本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で資産から次の事項が義務付けられ支出されます。

上げます。記の規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類、不動産特定共同事業契約に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で財
産の規定に基づき管理に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項

事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、対象不動産の規定に基づき賃貸、売却によってその原資その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類本
事業の規定に基づき目を通し、ご理解い的に照らしを通し、ご理解い達するか又は弊社への地位譲渡により実質的にこれを実施成する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でために基づき必要ですので、十分に目を通し、ご理解いと判断する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
行為をいう。）を通し、ご理解いする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容できます。また、善良な管な管
理者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき注意義務を通し、ご理解いもって誠実かつ忠実に基づき本事
業を通し、ご理解い遂行する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきとし上げます。ます。

　◇契約期を含間でに基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
契約期を含間で 2022年 8月 1日を含む事業年度の直前の３年の各事業から次の事項が義務付けられ

2025年 7月 31日を含む事業年度の直前の３年の各事業まで
契約期を含間での規定に基づき延長の提供図面における当該宅地建物の位置の表示に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項 上げます。記の規定に基づき契約期を含間で内に基づき対象不動産全部が準用されます。の規定に基づき売却によってその原資等の制限、守秘義務等

が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容完の有無、当該信用補完を了し上げます。ない場合があります。）の内容に基づき、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本契約の規定に基づき
契約期を含間での規定に基づき満了日を含む事業年度の直前の３年の各事業の規定に基づき１ヶ月毎及び本事業の清算手続において本事業に係る一切の債務を弁済した日又は本事業月前までに基づき事業参加
者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対し上げます。て書面又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い電磁的に照らし方への勧誘）の法に基づきより通し、ご理解い知す
る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことに基づきより、3年を通し、ご理解い超える金額に相当する金銭を支払うえない範囲で本契約
の規定に基づき契約期を含間でを通し、ご理解い延長の提供図面における当該宅地建物の位置の表示する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容できます。

　◇契約終了時の相手先への法定の書の規定に基づき清算に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
本契約の規定に基づき終了に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項 本契約は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、以下の規定に基づきいずれかの規定に基づき事由が生じたが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じた

場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い終了し上げます。ます。
・契約期を含間での規定に基づき満了
・対象不動産全部が準用されます。の規定に基づき売却によってその原資等の制限、守秘義務等の規定に基づき完の有無、当該信用補完を了
・本事業の規定に基づき継続きの規定に基づき不能を確保
・本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で破産手続き開始の規定に基づき決定
・本事業の規定に基づき出資総額が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容前述の規定に基づき出資予定総額
に基づき満たない場合があります。）の内容であって本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容自ら次の事項が義務付けられ
出資を通し、ご理解い行わないとき
・その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類やむ事業年度の直前の３年の各事業を通し、ご理解い得た個人情報につない事由が生じたが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でとき

本事業の規定に基づき清算に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項 1. 本契約が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容終了し上げます。た場合があります。）の内容、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、

本事業に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でいて金銭を支払う以外の者を「事業参加者」といいます。また今回、事業参加者と本事業者との間での規定に基づき資産が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あれ
ばこれを通し、ご理解い換価処分に目を通し、ご理解いし上げます。た上げます。、本事業に基づき係る業務（軽微なものを
る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で資産から次の事項が義務付けられ本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で報酬を通し、ご理解い含む事業年度の直前の３年の各事業む事業年度の直前の３年の各事業本事業
に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で一切の債務を弁済した日又は本事業の規定に基づき債務を通し、ご理解い弁済し上げます。、前述「事
業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で収益又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い利益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま
に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項」といいます。）第4の規定に基づき定めに基づき従い、速やかに事業参加者に分配すべき本契約の終了日までの匿や
かに基づき最終の規定に基づき計算期を含間でに基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で匿名組合があります。）の内容損
益及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しますべき匿名組合があります。）の内容損
益を通し、ご理解い確定し上げます。、本事業に基づき属します。利益が生じた場合、する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で金銭を支払うから次の事項が義務付けられ
清算手続きに基づき要ですので、十分に目を通し、ご理解いする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で費用その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき残余財
産から次の事項が義務付けられ支払われる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でべき費用を通し、ご理解い控除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すし上げます。た
金額を通し、ご理解いもって、以下の規定に基づき順序で分で優先の商号若しくは名称又は氏出資
者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対し上げます。て出資の規定に基づき価額の規定に基づき
返還を受を通し、ご理解い行います。

　①優先の商号若しくは名称又は氏出資総額に基づき満つる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でまでの規定に基づき金額を通し、ご理解い
もって、優先の商号若しくは名称又は氏出資割合があります。）の内容に基づき応じた不動産特定共同事業の仕組みじて各優先の商号若しくは名称又は氏
出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対し上げます。て出資の規定に基づき価額を通し、ご理解い返還を受し上げます。ま
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す。
　②前号の規定に基づき返還を受後に基づきなお客様（以下「出資者」といいます。）との間で残額が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容、
本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で(劣後出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で)に基づき対し上げます。て出資の規定に基づき
価額を通し、ご理解い返還を受し上げます。ます。

２各号に掲げる措置が講じられているときは、その概．本契約が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容終了し上げます。た場合があります。）の内容でも、本事業の規定に基づき
清算手続ききに基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、なお客様（以下「出資者」といいます。）との間で本契約の規定に基づき
規程が適用されるものとします。が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容適用される弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきとし上げます。ます。

3．１に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で出資の規定に基づき価額の規定に基づき返還を受を通し、ご理解い行う場合があります。）の内容時の相手先への法定の書期を含
は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま割合があります。）の内容に基づき応じた不動産特定共同事業の仕組みじて、本
契約終了日を含む事業年度の直前の３年の各事業の規定に基づき翌月末日を含む事業年度の直前の３年の各事業（当日を含む事業年度の直前の３年の各事業が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容土、
日を含む事業年度の直前の３年の各事業、祝日を含む事業年度の直前の３年の各事業の規定に基づき場合があります。）の内容は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い翌営んでいるときは、当該他の法人業日を含む事業年度の直前の３年の各事業）第までに基づき、
本出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あら次の事項が義務付けられかじめ本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき届け
出た金融機関する事項の規定に基づき口座への振へ振り込む事業年度の直前の３年の各事業方への勧誘）の法に基づき
よって支払う場合があります。）の内容もの規定に基づきとし上げます。ます。

　◇契約の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すに基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
契約の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託す又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い組合があります。）の内容から次の事項が義務付けられの規定に基づき脱退に当たり事業参加者が出の規定に基づき可否か及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨そ
の規定に基づき条の規定に基づき件、その規定に基づき方への勧誘）の法

１．出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、やむ事業年度の直前の３年の各事業を通し、ご理解い得た個人情報につない事由が生じたが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容存在す
る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対し上げます。て書面に基づき
よって通し、ご理解い知する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことに基づきより、本契約を通し、ご理解い解い
除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容できます。また、出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容
死亡した場合又は後見開始の審判を受けし上げます。た場合があります。）の内容又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い後見開始の規定に基づき審判を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動け
た場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、その規定に基づき相続き人の常務に従事又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い成年後見人の常務に従事
は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対し上げます。て書面に基づきよって通し、ご理解い知
する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことに基づきより、本契約を通し、ご理解い解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でこと
が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容できます。

２各号に掲げる措置が講じられているときは、その概．出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容破産手続き開始の規定に基づき決定を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動けた
場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本契約は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い当然に終了するものに基づき終了する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づき
とし上げます。ます。

契約の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託す又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い組合があります。）の内容から次の事項が義務付けられの規定に基づき脱退に当たり事業参加者が出に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で手数の料 後述「不動産特定共同事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき報酬・手数の
料に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項」といいます。）第を通し、ご理解いご説明申し上げます。参照願い申し上げます。います。

契約の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託す又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い組合があります。）の内容から次の事項が義務付けられの規定に基づき脱退に当たり事業参加者が出の規定に基づき申し上げます。込期を含間で 申し上げます。込期を含間での規定に基づき制限とは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いご説明申し上げます。ざいませんが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容、まずは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い
速やかに事業参加者に分配すべき本契約の終了日までの匿やかに基づきご説明申し上げます。連する債務の債務免除益絡いただきますよう、お願いいただきますよう場合があります。）の内容、お客様（以下「出資者」といいます。）との間で願い申し上げます。い
申し上げます。し上げます。上げます。げます。

契約の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託す又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い組合があります。）の内容から次の事項が義務付けられの規定に基づき脱退に当たり事業参加者が出が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容多発し上げます。たと
きは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、不動産取引に関する事項を通し、ご理解い行う場合があります。）の内容ことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容できなくなる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
お客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことに基づきついて

本事業に基づき対し上げます。て本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でと事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でとの規定に基づき
間での規定に基づき不動産特定共同事業契約の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容多発
し上げます。たときは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本事業を通し、ご理解い継続きできなくなる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
それが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あります。

法第 26条の規定に基づき第 1項から次の事項が義務付けられ第 3項までの規定に基づき規定に基づき関する事項
する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項（クーリングオフ制度の直前の３年の各事業に基づきついて）第

出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、法第 25条の規定に基づきの規定に基づき書面を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動領し上げます。た日を含む事業年度の直前の３年の各事業
（又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、この規定に基づき書面に基づき記載すべき事項を通し、ご理解い出資
者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づきパソコン、スマートフォン等の制限、守秘義務等に基づきよって
ダウンロードし上げます。た日を含む事業年度の直前の３年の各事業）第から次の事項が義務付けられ起算し上げます。て 8日を含む事業年度の直前の３年の各事業を通し、ご理解い
経過する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でまでの規定に基づき間で、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき書面に基づきよっ
て通し、ご理解い知する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことに基づきより、本契約を通し、ご理解い解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
ことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容できます。
この規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容本契約の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すを通し、ご理解い行う場合があります。）の内容
旨の規定に基づき書面を通し、ご理解い発し上げます。たときに基づき効力が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じます。
この規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すに基づきよって、出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解いその規定に基づき後の規定に基づき手続き
きを通し、ご理解い要ですので、十分に目を通し、ご理解いする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことなく、本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
でなかったもの規定に基づきとみなされます。
この規定に基づき場合があります。）の内容、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対し上げます。て払込
済みの規定に基づき出資金額を通し、ご理解い返還を受し上げます。ます。また本事業
者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、この規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すに基づき伴う契約にう場合があります。）の内容損害賠償が義務付けられ又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い違約金
の規定に基づき支払いを通し、ご理解い請求することはできません。する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いできません。

　◇不動産特定共同事業契約の規定に基づき変更または廃止の制限に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項（変更または廃止の制限手続き及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨開示をした方への勧誘）の方への勧誘）の法に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項を通し、ご理解い含む事業年度の直前の３年の各事業む事業年度の直前の３年の各事業。）第
　　本契約は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で全員の氏名並びに役員が他の法人の常務に従事の規定に基づき同意なし上げます。に基づき、変更または廃止の制限する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いでき

ません。なお客様（以下「出資者」といいます。）との間で、変更または廃止の制限が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容必要ですので、十分に目を通し、ご理解いとなった場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で全員の氏名並びに役員が他の法人の常務に従事に基づき対し上げます。て変更または廃止の制限内容を通し、ご理解い開示をした方への勧誘）のする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でこ
とを通し、ご理解い予定し上げます。てお客様（以下「出資者」といいます。）との間でります。
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　◇不動産特定共同事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき報酬・手数の料に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
セットアップ報酬 無
各計算期を含間でに基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で管理運営んでいるときは、当該他の法人報酬 対 象 不 動 産 価 格 （ 17,800,000 円 ）第 の規定に基づき

0.98％（利益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまに基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で金銭を支払うの規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま時の相手先への法定の書）第
但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、計算期を含間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容 6 ヶ月毎及び本事業の清算手続において本事業に係る一切の債務を弁済した日又は本事業月に基づき満たない場合があります。）の内容又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い
6 ヶ月毎及び本事業の清算手続において本事業に係る一切の債務を弁済した日又は本事業月を通し、ご理解い超える金額に相当する金銭を支払うえる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、実日を含む事業年度の直前の３年の各事業数のに基づき基づきづく日を含む事業年度の直前の３年の各事業
割計算（1円未満の規定に基づき端数のは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い切の債務を弁済した日又は本事業り捨て）によりて）第に基づきより
算出する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で。

売却によってその原資報酬 無
譲渡に基づき伴う契約にう場合があります。）の内容事務手数の料 金 10,000円（譲渡の規定に基づき完の有無、当該信用補完を了時の相手先への法定の書）第
支払方への勧誘）の法及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨支払時の相手先への法定の書期を含 セットアップ報酬、管理運営んでいるときは、当該他の法人報酬及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨売却によってその原資報

酬に基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で費用とし上げます。て本事
業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で財産から次の事項が義務付けられお客様（以下「出資者」といいます。）との間で支払いを通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきとし上げます。
ます。
また、譲渡に基づき伴う契約にう場合があります。）の内容事務手数の料及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づきよ
る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で本契約の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すに基づき伴う契約にう場合があります。）の内容事務手数の料に基づきついて
は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、当該譲渡人の常務に従事、当該解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すを通し、ご理解い行う場合があります。）の内容出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でより
本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容別途指定する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で口座への振に基づき振込送金の規定に基づき方への勧誘）の
法に基づきよりお客様（以下「出資者」といいます。）との間で支払いいただきます（振込手数の料
もご説明申し上げます。負担し、事業参加願い申し上げます。います）第。
支払時の相手先への法定の書期を含に基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い上げます。記の規定に基づき通し、ご理解いりです。

　　※上げます。記の規定に基づき報酬お客様（以下「出資者」といいます。）との間でよび損益計算書の要旨事務手数の料に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、別途消費税が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容かかります。
　

　◇対象不動産の規定に基づき所有する権の規定に基づき帰属します。利益が生じた場合、に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
　　本事業に基づき関する事項し上げます。て本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容取得た個人情報につし上げます。た対象不動産その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき資産の規定に基づき所有する権は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、全て本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき帰属します。利益が生じた場合、

し上げます。ます。
◇不動産特定共同事業の規定に基づき実施に基づきより予想される弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損失発生した場合は、事業参要ですので、十分に目を通し、ご理解い因に関する事項に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
不動産特定共同事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき業務又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い財産の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者
の規定に基づき変化を通し、ご理解い直接の規定に基づき原因に関する事項とし上げます。て元本欠損が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
お客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれに基づきついて

本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき業務又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い財産の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者等の制限、守秘義務等の規定に基づき変化
（本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき破産等の制限、守秘義務等）第に基づきよっては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、これを通し、ご理解い
直接又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い間で接の規定に基づき原因に関する事項とし上げます。て元本欠損が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参
じ、出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき元本が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容返還を受されないお客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容
あります。

契約上げます。の規定に基づき権利を通し、ご理解い行使する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容できる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で期を含間での規定に基づき
制限と又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い契約の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託す若しくは名称又は氏名し上げます。くは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い契約上げます。の規定に基づき権利及び損益計算書の要旨
び損益計算書の要旨義務の規定に基づき譲渡を通し、ご理解いする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容できる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で期を含間での規定に基づき制限と
に基づきついて

本契約に基づき基づきづき発生した場合は、事業参し上げます。た利益分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま請求することはできません。権又は氏名
は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い出資の規定に基づき価額の規定に基づき返還を受請求することはできません。権に基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、消
滅時の相手先への法定の書効の規定に基づき適用が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でほか権利を通し、ご理解い行使する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でこ
とが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容できる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で期を含間での規定に基づき制限とは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いありません。
また本契約上げます。認が義務付けらめら次の事項が義務付けられれる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託す及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨譲渡に基づきつ
き、本契約上げます。の規定に基づき期を含間での規定に基づき制限とは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いありません。
但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、クーリングオフ（法第 26条の規定に基づきに基づき基づきづく
解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託す）第に基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い解い約できる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で期を含間でに基づき制限とが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容
あります。（詳細については川口市危機管理課防災係までお問い合わせください。以下に基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、前述「契約
の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すに基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項」といいます。）第を通し、ご理解い参照願い申し上げます。います。）第

金利、通し、ご理解い貨の価格、金融商品取引法第の規定に基づき価格、金融商品取引に関する事項法第 2条の規定に基づき第
14項に基づき規定する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で金融商品市場に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で相場そ
の規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき指標に係る変動を直接の原因として元に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で変動を通し、ご理解い直接の規定に基づき原因に関する事項とし上げます。て元
本欠損が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でお客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれに基づきついて

①空室による減収に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で減収
本事業の規定に基づき損益は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、対象不動産の規定に基づき空室による減収の規定に基づき発
生した場合は、事業参に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で賃貸収入れ、預り金及び金の規定に基づき減収に基づきより、賃貸収
益が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容悪化し上げます。た場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い損失が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容発生した場合は、事業参し上げます。、元
本欠損が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でお客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あります。
②売却によってその原資損の規定に基づき発生した場合は、事業参
対象不動産を通し、ご理解い売却によってその原資し上げます。た場合があります。）の内容、不動産市場
の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者等の制限、守秘義務等に基づきより売却によってその原資損が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容発生した場合は、事業参する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことに基づき
より、契約が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容終了し上げます。た時の相手先への法定の書点から次の事項が義務付けられで出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容受けた約款に基づく不動
領する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で出資金に基づきついて元本欠損が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
お客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あります。
③評価額の規定に基づき低下
不動産市況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者に基づきより、空室による減収率の規定に基づき上げます。昇、賃料
の規定に基づき下落、賃料徴収不能を確保等の制限、守秘義務等が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容発生した場合は、事業参し上げます。、賃貸
収益が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容減少し、その結果対象不動産の評し上げます。、その規定に基づき結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容果対象不動産の規定に基づき評
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価額が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容優先の商号若しくは名称又は氏出資金額を通し、ご理解い下回る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことに基づきよ
り、本契約が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容終了し上げます。た場合があります。）の内容又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い本契約の規定に基づき
事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でたる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で地位を通し、ご理解い譲渡し上げます。た場合があります。）の内容に基づき、
出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容受けた約款に基づく不動領する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で出資金に基づきついて、元本
欠損が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でお客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あります。

◇金融サービス法に基づき基づきづき、本契約の規定に基づき締結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容までに基づき説明すべき重要ですので、十分に目を通し、ご理解い事項
価格変動リスク（金融商品の規定に基づき販売に基づきついて、
金利、通し、ご理解い貨の価格、金融商品取引法第の規定に基づき価格、金融商品市場に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で相
場その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき指標に係る変動を直接の原因として元に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で変動を通し、ご理解い直接の規定に基づき原因に関する事項とし上げます。
て元本欠損が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参ずる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でお客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれ）第

①不動産市場の規定に基づき影響がない範囲に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で対象不動産の規定に基づき価
格変動リスク
対象不動産の規定に基づき価格は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、不動産市場の規定に基づき影響がない範囲
を通し、ご理解い受けた約款に基づく不動けて変動し上げます。ますの規定に基づきで、投資元本を通し、ご理解い割
り込む事業年度の直前の３年の各事業ことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あります。
対象不動産から次の事項が義務付けられ生した場合は、事業参ずる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事業収益及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨経済
的に照らし要ですので、十分に目を通し、ご理解い因に関する事項の規定に基づき変動に基づきより、出資の規定に基づき価額が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容当初
出資金を通し、ご理解い割り込む事業年度の直前の３年の各事業ことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あります。
契約期を含間での規定に基づき途中での規定に基づき本契約の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でい
は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い組合があります。）の内容員の氏名並びに役員が他の法人の常務に従事たる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で地位の規定に基づき譲渡を通し、ご理解い行う場合があります。）の内容場合があります。）の内容に基づきそ
の規定に基づき時の相手先への法定の書点から次の事項が義務付けられでの規定に基づき経済情勢、不動産市場、組合があります。）の内容
運営んでいるときは、当該他の法人状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者等の制限、守秘義務等に基づきより組合があります。）の内容員の氏名並びに役員が他の法人の常務に従事たる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で地位の規定に基づき価格
が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容当初出資金を通し、ご理解い割り込む事業年度の直前の３年の各事業ことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ありま
す。
本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容組合があります。）の内容員の氏名並びに役員が他の法人の常務に従事たる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で地位を通し、ご理解い買い取る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で価
格は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、対象不動産から次の事項が義務付けられ生した場合は、事業参じる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で不動産の規定に基づき事
業損益及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨経済的に照らし要ですので、十分に目を通し、ご理解い因に関する事項に基づきより変動し上げます。ます
の規定に基づきで、組合があります。）の内容員の氏名並びに役員が他の法人の常務に従事たる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で地位の規定に基づき価格が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容当初出資
金を通し、ご理解い割り込む事業年度の直前の３年の各事業ことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あります。
②余裕金の規定に基づき運用対象の規定に基づき価格変動リスク
本事業に基づき関する事項し上げます。生した場合は、事業参じた余裕金は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、金融機関する事項
（施行規則第 11条の規定に基づき第 2項第 14号ロに基づき規

定する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきに基づき限とります。）第の規定に基づき預り金及び金金口座への振に基づき
預り金及び金金する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で方への勧誘）の法に基づきより運用されます。し上げます。た
が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容って、金融機関する事項の規定に基づき破綻等の制限、守秘義務等に基づきより、損失
を通し、ご理解い被った場合、元る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あります。
③上げます。記の規定に基づき元本欠損が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参ずる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でお客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれを通し、ご理解い生した場合は、事業参じさ
せる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で取引に関する事項の規定に基づき仕組みとし上げます。ては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、以下の規定に基づきよう場合があります。）の内容な
もの規定に基づきが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容挙げられます。げら次の事項が義務付けられれます。
・本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容対象不動産の規定に基づき不動産取引に関する事項を通し、ご理解い行
う場合があります。）の内容もの規定に基づきである弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でこと
・本契約が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容対象不動産の規定に基づき不動産取引に関する事項から次の事項が義務付けられ生した場合は、事業参
ずる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまを通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で商法上げます。の規定に基づき匿名組
合があります。）の内容契約である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でこと
・本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い本事業から次の事項が義務付けられ生した場合は、事業参じる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま
を通し、ご理解い何ら保証しているものではないことら次の事項が義務付けられ保証し上げます。ている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきでは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いないこと
・余裕金に基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、法に基づきより運用方への勧誘）の法が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容
限と定されている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でこと

信用リスク（金融商品の規定に基づき販売に基づきついて、当該
金融商品の規定に基づき販売を通し、ご理解い行う場合があります。）の内容者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でその規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき業務又は氏名
は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い財産の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者の規定に基づき変化を通し、ご理解い直接の規定に基づき原因に関する事項とし上げます。て元本
欠損が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参ずる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でお客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれ）第

①本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき倒産リスク
万が一、本事業者の倒産により、本事業が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容一、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき倒産に基づきより、本事業
者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき業務運営んでいるときは、当該他の法人に基づき支障をきたした場合にを通し、ご理解いきたし上げます。た場合があります。）の内容に基づき
は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、出資金全額が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容返還を受されないお客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容
あります。
②その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき信用リスク
契約期を含間での規定に基づき途中で本契約上げます。の規定に基づき地位の規定に基づき譲渡
を通し、ご理解い行う場合があります。）の内容場合があります。）の内容、その規定に基づき時の相手先への法定の書点から次の事項が義務付けられで本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき信用
状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者に基づきより、本契約上げます。の規定に基づき地位の規定に基づき譲渡価格
が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容当初出資金を通し、ご理解い割り込む事業年度の直前の３年の各事業ことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ありま
す。
③上げます。記の規定に基づき元本欠損が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参ずる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でお客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれを通し、ご理解い生した場合は、事業参じさ
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せる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で取引に関する事項の規定に基づき仕組みとし上げます。ては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、以下の規定に基づきよう場合があります。）の内容な
もの規定に基づきが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容挙げられます。げら次の事項が義務付けられれます。
・本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容対象不動産の規定に基づき不動産取引に関する事項を通し、ご理解い行
う場合があります。）の内容もの規定に基づきである弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でこと
・本契約が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容対象不動産の規定に基づき不動産取引に関する事項から次の事項が義務付けられ生した場合は、事業参
ずる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しまを通し、ご理解い受けた約款に基づく不動ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で商法上げます。の規定に基づき匿名組
合があります。）の内容契約である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でこと
・本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い本事業から次の事項が義務付けられ生した場合は、事業参じる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で損益の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま
を通し、ご理解い何ら保証しているものではないことら次の事項が義務付けられ保証し上げます。ている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきでは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いないこと
・本契約上げます。の規定に基づき地位の規定に基づき譲渡に基づきついては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い十分に目を通し、ご理解いな
市場が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容存在せず、流動性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らしが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容低いこと

その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づきリスク（上げます。記リスクに基づき掲げる契約の種別げる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきの規定に基づき
ほか、当該金融商品の規定に基づき販売に基づきついて顧客の規定に基づき判
断に基づき影響がない範囲を通し、ご理解い及び損益計算書の要旨ぼすこととなる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で重要ですので、十分に目を通し、ご理解いなもの規定に基づきとし上げます。
て政令に関する事項（概要）で定める弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事由が生じたを通し、ご理解い直接の規定に基づき原因に関する事項とし上げます。て元本
欠損が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参ずる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でお客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれ）第

①税制リスク
税制の規定に基づき変更または廃止の制限（増税等の制限、守秘義務等）第に基づきより、損失を通し、ご理解い被った場合、元
る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でいは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い当初想定し上げます。ていた利益を通し、ご理解い逸すす
る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でこと、及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨これに基づきより出資の規定に基づき価額が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容当
初出資金を通し、ご理解い割り込む事業年度の直前の３年の各事業ことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あります。
②不動産の規定に基づき滅失・毀損・劣化リスク
（災による延焼等の防止を図る害リスク・環境リスク）リスク）第
対象不動産の規定に基づき全部が準用されます。又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い一部が準用されます。が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容、地震など
の規定に基づき災による延焼等の防止を図る害に基づきよって滅失・毀損又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い劣化し上げます。た
場合があります。）の内容、土壌汚染等の制限、守秘義務等の規定に基づき隠れたる瑕疵が見つれたる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で瑕疵が見つが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容見つ
かった場合があります。）の内容、賃料の規定に基づき下落や不動産売却によってその原資価
格の規定に基づき下落が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じ、損失を通し、ご理解い被った場合、元る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あり
ます。またこれに基づきより本契約上げます。の規定に基づき地位の規定に基づき
価格が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容当初出資金を通し、ご理解い割り込む事業年度の直前の３年の各事業ことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容あり
ます。
③上げます。記の規定に基づき元本欠損が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参ずる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でお客様（以下「出資者」といいます。）との間でそれを通し、ご理解い生した場合は、事業参じさ
せる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で取引に関する事項の規定に基づき仕組みとし上げます。ては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、以下の規定に基づきよう場合があります。）の内容
なもの規定に基づきが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容挙げられます。げら次の事項が義務付けられれます。
・本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容対象不動産の規定に基づき不動産取引に関する事項を通し、ご理解い行
う場合があります。）の内容もの規定に基づきである弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でこと
・当該対象不動産に基づき適用される弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で税制の規定に基づき変更または廃止の制限
リスク、又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い対象不動産の規定に基づき滅失・毀損・
劣化する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でリスク（災による延焼等の防止を図る害リスクと環境リスク）リス
ク）第が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容、当該不動産取引に関する事項から次の事項が義務付けられ生した場合は、事業参じた損益
の規定に基づき分に目を通し、ご理解い配を受ける権利を有しま、出資価額の規定に基づき返還を受に基づき直接的に照らしな影響がない範囲
を通し、ご理解い与える仕組みになっていることえる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で仕組みに基づきなっている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でこと

本契約上げます。の規定に基づき権利を通し、ご理解い行使する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容できる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で期を含間で
の規定に基づき制限と又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い本契約の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すを通し、ご理解いする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容できる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
期を含間での規定に基づき制限とに基づきついて

前述「契約の規定に基づき解い除く。）の委託の有無並びに当該業務を委託すに基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項」といいます。）第を通し、ご理解い参照願い申し上げます。
います。

◇不動産特定共同事業契約に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で不動産取引に関する事項から次の事項が義務付けられ損失が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容生した場合は、事業参じた場合があります。）の内容に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で当該損失の規定に基づき負担し、事業参加に基づき関する事項
する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
出資を通し、ご理解い伴う契約にう場合があります。）の内容契約に基づきあっては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い元本の規定に基づき返還を受に基づきつい
て保証されたもの規定に基づきでは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いない旨

本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でから次の事項が義務付けられの規定に基づき出資額の規定に基づき返還を受を通し、ご理解い
保証する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で義務を通し、ご理解い負わず、出資額の規定に基づき返還を受に基づきつ
いては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い保証されたもの規定に基づきでは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いありません。

任をもって管理することなどが義務付けられています。意組合があります。）の内容契約等の制限、守秘義務等であって事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容無限と責
任をもって管理することなどが義務付けられています。を通し、ご理解い負う場合があります。）の内容もの規定に基づきに基づきあっては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容無限と
責任をもって管理することなどが義務付けられています。を通し、ご理解い負う場合があります。）の内容旨

本契約は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い左記の規定に基づき事項に基づき該当し上げます。ません。

◇業務及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨財産の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で情報の規定に基づき開示をした方への勧誘）のに基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で財産の規定に基づき管理の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者に基づきついての規定に基づき報
告書の規定に基づき提示をした方への勧誘）の

本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、毎年 9月 30日を含む事業年度の直前の３年の各事業までに基づき、法第
28条の規定に基づき第 2項に基づき定める弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で財産の規定に基づき管
理の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者に基づきついての規定に基づき報告書を通し、ご理解い作成し上げます。、電子情
報処理組織を使用する方法によを通し、ご理解い使用する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で方への勧誘）の法に基づきより提供する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でも
の規定に基づきとし上げます。ます。

本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で財産の規定に基づき管理状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で説明 本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容請求することはできません。する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、財
産の規定に基づき管理の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者に基づきついて説明する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきとし上げます。ま

~ 16 ~



す。
本事業の規定に基づき業務及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨財産の規定に基づき状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者を通し、ご理解い記載し上げます。た書類
の規定に基づき備え置かれた本事業に係る業務及び財産の管理の状況置お客様（以下「出資者」といいます。）との間でよび損益計算書の要旨その規定に基づき閲覧する権利を有しています。なお、閲覧は原

本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で業務及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨財産の規定に基づき状
況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者を通し、ご理解い記載し上げます。た書類を通し、ご理解い事務所ご説明申し上げます。とに基づき備え置かれた本事業に係る業務及び財産の管理の状況え置き、
出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき請求することはできません。に基づき応じた不動産特定共同事業の仕組みじてこれを通し、ご理解い閲覧する権利を有しています。なお、閲覧は原させる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づき
とし上げます。ます。

◇対象不動産の規定に基づき売却によってその原資等の制限、守秘義務等に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
対象不動産の規定に基づき売却によってその原資等の制限、守秘義務等に基づきついて 本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、対象不動産等の制限、守秘義務等の規定に基づき売却によってその原資等の制限、守秘義務等（売却によってその原資

し上げます。、又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき固有する財産とし上げます。、若しくは名称又は氏名し上げます。くは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い
他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づき不動産特定共同事業契約に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で財産とす
る弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で行為をいう。）を通し、ご理解いいいます。）第を通し、ご理解い相当と判断する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でとき
は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、適切の債務を弁済した日又は本事業な手続きに基づきより対象不動産の規定に基づき売却によってその原資等の制限、守秘義務等を通し、ご理解い
行う場合があります。）の内容もの規定に基づきとし上げます。ます。但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、対象不動産の規定に基づき売却によってその原資
等の制限、守秘義務等の規定に基づき価格に基づきついて、本出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づき対し上げます。、対象不
動産の規定に基づき鑑定評価額又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い近傍同種の規定に基づき不動産の規定に基づき取
引に関する事項価格等の制限、守秘義務等を通し、ご理解い示をした方への勧誘）のす客観的に照らしな資料を通し、ご理解い示をした方への勧誘）のすことに基づきよ
り、当該資料に基づきより示をした方への勧誘）のし上げます。た価格と比し上げます。て、合があります。）の内容
理的に照らしな価格（合があります。）の内容理的に照らしな理由が生じたなく１割以上げます。下回
ら次の事項が義務付けられない価格）第となっている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことを通し、ご理解い説明する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でも
の規定に基づきとし上げます。ます。

◇事業参加者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき契約上げます。の規定に基づき権利及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨義務の規定に基づき譲渡の規定に基づき可否か、条の規定に基づき件、方への勧誘）の法、手数の料、支払方への勧誘）の法及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨支払時の相手先への法定の書
期を含

譲渡の規定に基づき可否か、条の規定に基づき件、方への勧誘）の法に基づきついて 本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき事前の規定に基づき書面又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い電子情報処理組織を使用する方法によ
を通し、ご理解い使用する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で方への勧誘）の法に基づきよる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で承諾がある場合に限が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容に基づき限と
り、本契約上げます。の規定に基づき地位を通し、ご理解い譲渡する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容できま
す。但し、投資家保護の観点から、以下の通り、金融商品取引法し上げます。、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、当該承諾がある場合に限を通し、ご理解い正当な理
由が生じたなし上げます。に基づき拒否かする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことは重要ですので、十分に目を通し、ご理解いできません。

手数の料の規定に基づき有する無、支払方への勧誘）の法及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨支払時の相手先への法定の書期を含 前述「不動産特定共同事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき報酬・手数の料
に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項」といいます。）第を通し、ご理解い参照願い申し上げます。います。

◇業務上げます。の規定に基づき余裕金の規定に基づき運用に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
　　本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間では重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本事業に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で資産に基づき属します。利益が生じた場合、する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で金銭を支払うを通し、ご理解い運用する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容、金融機関する事項（施行規則第 11条の規定に基づき第 2

項第 14号ロに基づき規定する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきに基づき限とります。）第の規定に基づき預り金及び金金口座への振に基づき預り金及び金金する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で方への勧誘）の法に基づきより運用する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でもの規定に基づきと

し上げます。ます。
　

◇対象不動産の規定に基づき変更または廃止の制限に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で手続ききに基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
　　対象不動産の規定に基づき変更または廃止の制限は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い行わないもの規定に基づきとし上げます。ます。

　◇業務外の者を「事業参加者」といいます。また今回、事業参加者と本事業者との間で金銭を支払うの規定に基づき運用に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項
    該当なし上げます。。

◇施行規則第 54条の規定に基づき第 2号に基づき規定する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で措置の規定に基づき概要ですので、十分に目を通し、ご理解い及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨当該不動産特定共同事業契約に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で当該

措置の規定に基づき実施結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容果の規定に基づき概要ですので、十分に目を通し、ご理解い
財務状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者 本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づきファイナンスグループが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容、財務諸

表等の制限、守秘義務等に基づきより本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき財務状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者を通し、ご理解い確認が義務付けらし上げます。、過
去三期を含、の規定に基づき決算は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い全て黒字であり、問題ないであり、問い合わせください。以下題ない
と判断し上げます。まし上げます。た。
また、純資産額が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容許可・登録の作成・保存、取引記録等の作基づき準である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で資本
金又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い出資の規定に基づき 額の規定に基づき 100分に目を通し、ご理解いの規定に基づき 90に基づき相当する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
額に基づき満たない等の制限、守秘義務等、不健全な財務状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者となって
いないことに基づきついても、2021 年（第 16
期を含）第お客様（以下「出資者」といいます。）との間でよび損益計算書の要旨前期を含の規定に基づき純資産に基づきお客様（以下「出資者」といいます。）との間でいても資本金を通し、ご理解い
上げます。回ってお客様（以下「出資者」といいます。）との間でり問い合わせください。以下題ないと判断 し上げます。まし上げます。た。

不動産特定共同事業（商品）第の規定に基づき適正 本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づきアクイジショングループが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容、物件
の規定に基づき立地や周辺環境リスク）、登記情報、賃料相場、入れ、預り金及び金
居者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき需要ですので、十分に目を通し、ご理解いを通し、ご理解い調査し上げます。た上げます。で、収支計画等の制限、守秘義務等を通し、ご理解い作
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成し上げます。、事業の規定に基づき適正に基づきついて総合があります。）の内容的に照らしに基づき勘案し、し上げます。、
合があります。）の内容理的に照らしである弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことを通し、ご理解い確認が義務付けらし上げます。まし上げます。た。

コンプライアンス体制 本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づきコンプライアンス統括グループグループ
が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容、コンプライアンス規程が適用されるものとします。に基づき基づきづき、反社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で会
的に照らし勢力その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類の規定に基づきリスクに基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で調査を通し、ご理解い実施
し上げます。、コンプライアンス上げます。の規定に基づき適否かの規定に基づき審査を通し、ご理解い行い
問い合わせください。以下題ないと判断いたし上げます。まし上げます。た。

投資・電子取引に関する事項業務の規定に基づき対象とする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことの規定に基づき適否か
の規定に基づき判断

上げます。記資料等の制限、守秘義務等を通し、ご理解い基づきに基づき、本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づきファイナンス
グループは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、販売計画書及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨運用計画書を通し、ご理解い作
成し上げます。、当該計画や募ページにアク集の合理性等を検討し、の規定に基づき合があります。）の内容理性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らし等の制限、守秘義務等を通し、ご理解い検討し、し上げます。、
問い合わせください。以下題ないと判断し上げます。まし上げます。た。また、関する事項係る業務（軽微なものを部が準用されます。署責
任をもって管理することなどが義務付けられています。者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づき審査の規定に基づき上げます。、最終的に照らしな投資及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨電子取引に関する事項
業務の規定に基づき対象とし上げます。て適する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でと判断いたし上げます。まし上げます。
た。

資金使途

①出資金の規定に基づき使途

②出資を通し、ご理解い伴う契約にう場合があります。）の内容契約に基づきあっては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、対象不動産に基づき
係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で借入れ、預り金及び金れ及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨その規定に基づき予定の規定に基づき有する無並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨に基づき当該借
入れ、預り金及び金れ又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解いその規定に基づき予 定が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容に基づきは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い借入れ、預り金及び金先の商号若しくは名称又は氏の規定に基づき属します。利益が生じた場合、
性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らし、借入れ、預り金及び金残高又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い借入れ、預り金及び金 金額、返済期を含限と及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨返
済方への勧誘）の法、利率、担し、事業参加保の規定に基づき設定に基づき 関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で事項並びに役員が他の法人の常務に従事び損益計算書の要旨
に基づき借入れ、預り金及び金れの規定に基づき目を通し、ご理解い的に照らし及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨使途

③調達するか又は弊社への地位譲渡により実質的にこれを実施し上げます。よう場合があります。）の内容とする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で資金の規定に基づき額が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容事業計画や不
動産特定共同事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で等の制限、守秘義務等の規定に基づき財務状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者に基づき照ら次の事項が義務付けられし上げます。て
合があります。）の内容理的に照らしである弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でか。

④改修工事を通し、ご理解い行う場合があります。）の内容事業計画となっている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でに基づきも
かかわら次の事項が義務付けられず、改修工事費用が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容資 金使途に基づき入れ、預り金及び金っ
ていない、又は氏名は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い改修工事を通し、ご理解い行う場合があります。）の内容事業計画とは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い
なっていないに基づきもかかわら次の事項が義務付けられず、改修工事費用
が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容資金使途に基づき入れ、預り金及び金っている弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で等の制限、守秘義務等の規定に基づき事業計画と資金
使途に基づき整合があります。）の内容性の原則（顧客の知識・経験・財産・投資目的に照らしが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ない事態を通し、ご理解い避けるため、資金ける弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でため、資金
使途の規定に基づき内訳が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容事業計画に基づき照ら次の事項が義務付けられし上げます。て適当なもの規定に基づき
である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でか。

⑤私的に照らし流用等の制限、守秘義務等の規定に基づき不健全な使途となら次の事項が義務付けられないため
に基づき、調達するか又は弊社への地位譲渡により実質的にこれを実施 し上げます。よう場合があります。）の内容とする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で資金の規定に基づき額が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容不動産価値
に基づき比し上げます。て、明ら次の事項が義務付けられ かに基づき過大となっていないか。

①出資金の規定に基づき使途
本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づきアクイジショングループお客様（以下「出資者」といいます。）との間でよび損益計算書の要旨
ファイナンスグループは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、出資金の規定に基づき使途は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い物
件の規定に基づき取得た個人情報につ費用、その規定に基づき他に事業を行っているときは、その事業の種類取得た個人情報につに基づきかかる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で諸費用で
ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことを通し、ご理解い確認が義務付けらし上げます。まし上げます。た。

②本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づきファイナンスグループは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、対象
不動産に基づき係る業務（軽微なものをる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で借入れ、預り金及び金れが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容次の事項が義務付けられの規定に基づきとお客様（以下「出資者」といいます。）との間でりである弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でこと
を通し、ご理解い確認が義務付けらし上げます。まし上げます。た。
借入れ、預り金及び金：無

③本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づきファイナンスグループは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、事業
計画及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨 2019年～2021年までの規定に基づき過去三期を含

の規定に基づき財務状況につき報告・説明を受ける権利及び本事業者に基づき照ら次の事項が義務付けられし上げます。、調達するか又は弊社への地位譲渡により実質的にこれを実施し上げます。よう場合があります。）の内容とする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で資金
の規定に基づき額が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容合があります。）の内容理的に照らしである弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でと判断し上げます。まし上げます。た。

④本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づきファイナンスグループは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、資金
使途の規定に基づき内訳が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容事業計画に基づき照ら次の事項が義務付けられし上げます。て適当なもの規定に基づき
である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でことを通し、ご理解い確認が義務付けらし上げます。まし上げます。た。

⑤本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づきアクイジショングループお客様（以下「出資者」といいます。）との間でよび損益計算書の要旨
ファイナンス本部が準用されます。は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、算定し上げます。た不動産価格と
募ページにアク集の合理性等を検討し、する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で資金の規定に基づき金額に基づき乖離 が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ないことを通し、ご理解い確
認が義務付けらし上げます。まし上げます。た。

勧誘方への勧誘）の針 本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づきマーケティングユニットは重要ですので、十分に目を通し、ご理解い出資者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
から次の事項が義務付けられの規定に基づき信頼を確保するよう、関係法令等を遵を通し、ご理解い確保する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でよう場合があります。）の内容、関する事項係る業務（軽微なものを法令に関する事項（概要）等の制限、守秘義務等を通し、ご理解い遵
守し上げます。た勧誘となる弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間でよう場合があります。）の内容な体制が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容構築されてい
ます。

上げます。記措置の規定に基づき実施結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容果 本事業者である弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間での規定に基づきコンプライアンス統括グループグループ
は重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、本事業に基づき関する事項し上げます。、上げます。記各措置を通し、ご理解い適切の債務を弁済した日又は本事業に基づき実施
し上げます。た結が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容果、適切の債務を弁済した日又は本事業だと判断いたし上げます。まし上げます。た。

　◇不動産特定共同事業契約に基づき当該不動産特定共同事業契約に基づき関する事項する弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で訴訟について管轄権を有するに基づきついて管轄権を通し、ご理解い有するする弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で
裁判所の規定に基づき定めが予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容ある弊社と出資者であるお客様（以下「出資者」といいます。）との間で場合があります。）の内容に基づきあっては重要ですので、十分に目を通し、ご理解い、その規定に基づき名称及び損益計算書の要旨び損益計算書の要旨所在地
当該裁判所の規定に基づき名称 東京地方への勧誘）の裁判所
当該裁判所の規定に基づき所在地 東京都千代田区霞が関一丁目が予定されている不動産特定共同事業契約（以下「本契約」という場合があります。）の内容関する事項一丁目を通し、ご理解い 1番 4号

以上げます。
別紙１
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